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○大和高田市上下水道事業行政財産使用料規程の一部を改正する規程（  〃  

 ）･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････９６ 

○大和高田市水道事業給水条例施行規程の一部を改正する規程（  〃  ）････････････････９６ 

○大和高田市水道料金及び下水道使用料の減免に関する規程（  〃  ）･･････････････････９７ 



令和元年１０月１０日（木） 大 和 高 田 市 公 報 第３６９号 

 4 

 

 

 

 

 

◇成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関する法律の

施行に伴う関係条例の整理に関する条例 

１ 理由 

成年被後見人又は被保佐人であることを理由に不当に差別されないことを目的として、欠格条

項に係る規定の一部が削除されたことに伴い、当該規定を参照している条例について、所要の改

正を行うものです。 

２ 内容 

１ 地方公務員法が改正され、欠格条項の一部が削除されたことに伴い、当該改正箇所を引用し

ている条例中の号ずれ等に対する措置を行います。 

 第１条  職員の分限に関する条例の一部改正（第６条関係） 

 第２条  一般職の職員の給与に関する条例の一部改正(第１７条、第１７条の２、第１８

条及び第２０条関係) 

 第３条  職員等の旅費に関する条例の一部改正（第２条関係） 

 第４条  大和高田市職員の退職手当に関する条例の一部改正（第１３条関係） 

 第６条  企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正（第１５条関係） 

２ 児童福祉法が改正され、欠格条項の一部が削除されたことに伴い、当該改正箇所を引用して

いる条例中の号ずれに対する措置を行います。 

 第５条  大和高田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

改正（第２３条関係） 

３ 施行期日 

  令和元年１２月１４日、公布の日 

 

◇社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する

等 

の法律等の施行に伴う関係条例の整備に関する条例 

１ 理由 

消費税率及び地方消費税率が引き上げられることに伴い、課税対象である公共施設使用料等に

消費税等相当額を適正に転嫁するため、受益者負担の見直しを行うものです。 

２ 内容 

第１条  大和高田市市民交流センター条例の一部改正（別表第１関係） 

第２条  大和高田市青少年会館設置条例の一部改正（別表関係） 

第３条  大和高田市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理に関する条例の一部改正（第３４条、

別表第１関係） 

第４条  大和高田市総合公園施設条例の一部改正（別表関係） 

第５条  大和高田市・葛城コミュニティセンター条例（別表関係） 

第６条  大和高田市運動場条例（別表関係） 

第７条  大和高田市立総合体育館条例（別表第１関係） 

第８条  大和高田市立武道館条例（別表関係） 

第９条  大和高田市文化会館条例（別表関係） 

第１０条 大和高田市浮舞台条例（別表関係） 

公布された条例のあらまし 
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３ 施行期日 

  令和元年１０月１日 

 

◇大和高田市印鑑条例の一部を改正する条例 

１ 理由 

住民基本台帳法施行令等の一部改正により、住民票への旧氏の記載が可能となったことに伴い、

関係する規定について整備を行うとともに、性的プライバシーに配慮する目的から印鑑登録証明

書にある男女の別の記載を削除することに伴う所要の規定の整備を行うものです。 

２ 内容 

１ 登録印鑑について、旧氏又は旧氏を一部組み合わせたものを登録可能とします。（第３条関

係） 

２ 印鑑登録原票の登録事項について、氏に変更があった者に係る住民票に旧氏の記録がされて

いる場合にあっては、当該登録事項を氏名及び旧氏とします。（第６条関係） 

３ 印鑑登録の抹消事由について、住民票に旧氏の記録がされている場合にあっては、当該旧氏

が変更された場合を抹消事由として加えます。（第１２条関係） 

４ 印鑑登録証明書の記載事項について、男女の別を削除します。（第１３条関係） 

５ その他所要の改正 

３ 施行期日 

  令和元年１１月５日 

 

◇大和高田市子どものための教育・保育に関する利用者負担等を定める条例の一部を改正する等の条  

 例 

１ 理由 

幼児教育及び保育の無償化の観点から子ども子育て支援法が一部改正されたことに伴い、関係

する条例について規定の整備を行うものです。 

２ 内容 

  １ 大和高田市子どものための教育・保育に関する利用者負担等を定める条例の一部改正（第１

条関係） 

  （１） 幼稚園、保育所及び認定こども園における利用者負担額について、子ども・子育て支援

法の一部改正により文言の整理がなされたことに伴い、所要の規定の整備を行うものです。

（第２条及び附則第２項関係） 

  （２） 延長保育料及び一時預かり利用料は、市立保育所又は市立こども園の施設を使用して実

施する事業であり、地方自治法第２２５条に規定する使用料であることを明記します。（第４

条及び第５条関係） 

  ２ 大和高田市立幼稚園保育料徴収条例の廃止（第２条関係） 

    幼稚園の保育料が無償化されることに伴い、市立幼稚園の保育料の徴収に関して規定する当

該条例を廃止します。 

３ 施行期日 

  令和元年１０月１日、公布の日 

 

◇大和高田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例 

１ 理由 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準の一部改正を受け、当該省令

に準じて定める特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準についても同様
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の改正を行うほか、令和元年１０月からの保育料無償化に伴い、整理された条文中の文言につい

て所要の改正を行うものです。 

２ 内容 

  １ 次に掲げる要件のうち、いずれかに該当する場合は副食費の徴収対象外とします。（第１３条

第４項第３号関係） 

  （１） 所得の少ない世帯 

  （２） 多子軽減により保育料が無料となる児童 

  （３） 満３歳未満の保育認定の児童 

  ２ 利用定員の定めについて、特定地域型保育事業のうち事業所内保育事業を対象外とします。

（第３７条第１項関係） 

  ３ 連携施設の確保が著しく困難であると認める特定地域型保育事業者において、次に掲げる要

件を満たす場合であって、連携施設に代えて連携協力を行う者による代替保育の提供ができる

ときは、特定地域型保育事業を実施することができるものとします。（第４２条第２項及び第

３項関係） 

  （１） 特定地域型保育事業者と代替保育の連携協力を行う者との間でそれぞれの役割の分担及

び責任の所在が明確化されていること。 

  （２） 連携協力を行う者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにするための措置が講じら

れていること。 

  ４ 連携施設の確保が著しく困難であると認める特定地域型保育事業者において、連携施設に代

えて、次に掲げる要件を満たす連携協力を行う者を確保できるときは、特定地域型保育事業を

実施することができるものとします。（第４２条第４項及び第５項関係） 

  （１） 認可外保育施設に対する仕事・子育て両立支援事業としての助成を受けている者が設置

する施設であること。 

  （２） 保育を必要とする乳児・幼児の保育を行うことを目的とする施設であり、地方公共団体

より補助を受けているものであること。 

  ５ 満３歳以上の児童に対して保育を行うことが適当と認める保育所型事業所内保育事業を行う

者は、連携施設の確保をしないことができるものとします。（第４２条第７項及び第８項関係） 

  ６ 特定地域型保育事業者が連携施設の確保をしないことができる期限を５年間延長します。

（附則第４条関係） 

  ７ その他所要の改正 

３ 施行期日 

令和元年１０月１日、公布の日 

 

◇大和高田市水道事業給水条例の一部を改正する条例 

１ 理由 

水道法の一部改正に伴い、指定給水装置工事事業者の指定に更新制が導入されることを受け、

当該事業者の指定の更新に関する事務について手数料を徴収するため、規定の整備を行うもので

す。 

２ 内容 

  １ 水道法施行令の改正による引用条項のずれを改めます。（第１３条の２関係） 

  ２ 指定給水装置工事事業者の指定の更新に関する事務について、新たに手数料を定めます。（第

３７条関係） 

  ３ その他所要の改正 

３ 施行期日 

  令和元年１０月１日 
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条例第９号 

成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関する法律の施

行に伴う関係条例の整理に関する条例をここに公布する。 

  令和元年９月２７日  

大和高田市長 堀内 大造   

   成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関する法律

の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 

 （職員の分限に関する条例の一部改正） 

第１条 職員の分限に関する条例（昭和２６年条例第３６号）の一部を次のように改正する。 

  第６条第１項中「第１６条第２号」を「第１６条第１号」に改める。 

 （一般職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第２条 一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年条例第６３号）の一部を次のように改正する。 

  第１７条第１項中「、若しくは地方公務員法第１６条第１号に該当して同法第２８条第４項の規

定により失職し」を削り、同条第４項中「、若しくは失職し」を削る。 

  第１７条の２第１号中「地方公務員法」を「法」に改め、同条第２号中「地方公務員法」を「法」

に改め、「（同法第１６条第１号に該当して失職した職員を除く。）」を削り、同条第３号及び第４

号中「禁錮
こ

」を「禁錮」に改める。 

  第１８条第１項中「、若しくは地方公務員法第１６条第１号に該当して同法第２８条第４項の規

定により失職し」を削り、同条第２項第１号中「、若しくは失職し」を削る。 

  第２０条第６項中「若しくは地方公務員法第１６条第１号に該当して同法第２８条第４項の規定

により失職し」を削る。 

 （職員等の旅費に関する条例の一部改正） 

第３条 職員等の旅費に関する条例（昭和２７年条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第３項中「第１６条第２号から第５号まで」を「第１６条各号」に、「場合には」を「とき

は」に改める。 

 （大和高田市職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

第４条 大和高田市職員の退職手当に関する条例（昭和３３年条例第１４号）の一部を次のように改

正する。 

  第１３条第１項第２号中「（同法第１６条第１号に該当する場合を除く。）」を削る。 

 （大和高田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第５条 大和高田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年条例第

１５号）の一部を次のように改正する。 

  第２３条第２項第２号中「第３４条の２０第１項第４号」を「第３４条の２０第１項第３号」に

改める。 

 （企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第６条 企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４１年条例第２４号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第１５条第２項第２号中「（同法第１６条第１号に該当する場合を除く。）」を削る。 

   附 則 

 この条例は、令和元年１２月１４日から施行する。ただし、第５条の規定は、公布の日から施行す

条 例 
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る。 

 

条例第９号 

社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等

の法律等の施行に伴う関係条例の整備に関する条例をここに公布する。 

  令和元年９月２７日  

大和高田市長 堀内 大造   

   社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正す

る等の法律等の施行に伴う関係条例の整備に関する条例 

 （大和高田市市民交流センター条例の一部改正） 

第１条 大和高田市市民交流センター条例（平成２７年条例第２６号）の一部を次のように改正する。 

  別表第１中 

 「(１) 多目的室、会議室及び交流スペースの使用料 

区分 

午前 午後 午前・午後 夜間 午後・夜間 全日 

午前９時

から正午

まで 

午後１時

から午後

５時まで 

午前９時

から午後

５時まで 

午後６時

から午後

９時まで 

午後１時

から午後

９時まで 

午前９時

から午後

９時まで 

多目的室 市民活動団

体 
1,500円 2,000円 3,500円 1,500円 3,500円 5,000円 

市民活動団

体以外の者 
5,000円 5,000円 10,000円 5,000円 10,000円 15,000円 

会議室 市民活動団

体 
600円 800円 1,400円 600円 1,400円 2,000円 

市民活動団

体以外の者 
2,000円 2,000円 4,000円 2,000円 4,000円 6,000円 

交流スペ

ースの一

部 

市民活動団

体 
450円 600円 1,050円 450円 1,050円 1,500円 

市民活動団

体以外の者 
1,500円 1,500円 3,000円 1,500円 3,000円 4,500円 

」を 

 「(１) 多目的室、会議室及び交流スペースの使用料 

区分 

午前 午後 午前・午後 夜間 午後・夜間 全日 

午前９時

から正午

まで 

午後１時

から午後

５時まで 

午前９時

から午後

５時まで 

午後６時

から午後

９時まで 

午後１時

から午後

９時まで 

午前９時

から午後

９時まで 

多目的室 市民活動団

体 
1,520円 2,030円 3,550円 1,520円 3,550円 5,070円 

市民活動団

体以外の者 
5,090円 5,090円 10,180円 5,090円 10,180円 15,270円 

会議室 市民活動団

体 
610円 810円 1,420円 610円 1,420円 2,030円 

市民活動団

体以外の者 
2,030円 2,030円 4,060円 2,030円 4,060円 6,090円 

交流スペ

ースの一

部 

市民活動団

体 
450円 610円 1,060円 450円 1,060円 1,510円 

市民活動団

体以外の者 
1,520円 1,520円 3,040円 1,520円 3,040円 4,560円 

」に改

める。 
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 （大和高田市青少年会館設置条例の一部改正） 

第２条 大和高田市青少年会館設置条例（昭和５５年条例第６号）の一部を次のように改正する。 

  別表中 

 「 

施設名 使用料 

大和高田市市場青少年会館 体育館 ９２０円 

大和高田市曙町青少年会館 体育館 １,５４０円 

大和高田市塙青少年会館 体育館 １,５４０円 

大和高田市東雲青少年会館 体育館 ３００円 

」を 

 「 

施設名 使用料 

大和高田市市場青少年会館 体育館 ９３０円 

大和高田市曙町青少年会館 体育館 １,５６０円 

大和高田市塙青少年会館 体育館 １,５６０円 

大和高田市東雲青少年会館 体育館 ３００円 

」に改

める。 

 （大和高田市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理に関する条例の一部改正） 

第３条 大和高田市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理に関する条例（平成１１年条例第２３号）

の一部を次のように改正する。 

  第３４条第１項中「７５円」を「７６円」に改める。 

  別表第１中「６７円」を「６８円」に、「１７４円」を「１７８円」に改める。 

 （大和高田市総合公園施設条例の一部改正） 

第４条 大和高田市総合公園施設条例（平成１７年条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

  別表の１ テニスコートの使用料中 

 「 

砂入り人工芝コー

ト 
１面 

１時間（１時間に満たないときは、１時間とみなす。）

につき４４０円 

クレイコート １面 
１時間（１時間に満たないときは、１時間とみなす。）

につき３００円 

」を 

 「 

砂入り人工芝コー

ト 
１面 

１時間（１時間に満たないときは、１時間とみなす。）

につき４５０円 

クレイコート １面 
１時間（１時間に満たないときは、１時間とみなす。）

につき３１０円 

」に改める。 

別表の２ 多目的グラウンドの使用料中 

 「 

全面 ２，０５０円 ３，０８０円 ５，１３０円 １２，８５０円 

備考 

１ 多目的グラウンドの照明設備使用料は、１時間（１時間に満たないときは、

１時間とみなす。）につき３，６００円とする。 

」を 

 「 
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全面 ２，０８０円 ３，１３０円 ５，２２０円 １３，０８０円 

備考 

１ 多目的グラウンドの照明設備使用料は、１時間（１時間に満たないときは、

１時間とみなす。）につき３，６６０円とする。 

」に改める。 

別表の２ 多目的グラウンドの使用料備考の１中「３，６００円」を「３，６６０円」に改める。 

別表の３ 多目的室の使用料中 

 「 

全面 
１時間（１時間に満たないときは、１時間とみなす。）につき６１

０円 

」を 

 「 

全面 
１時間（１時間に満たないときは、１時間とみなす。）につき６２

０円 

」に改める。 

  別表の４ 屋内プールの使用料中 

 「 

個人使用 ５１０円 ３００円 ３００円 ２５０円 １５０円 

１コースの専用使用

（１時間（１時間に満

たないときは、１時間

とみなす。）につき） 

２，５７０円 

」を 

 「 

個人使用 ５１０円 ３１０円 ３１０円 ２６０円 １５０円 

１コースの専用使用

（１時間（１時間に満

たないときは、１時間

とみなす。）につき） 

２，６１０円 

」に改める。 

別表の５ フィットネス器具の使用料中 

「 

高校生以上 ３００円 

」を 

「 

高校生以上 ３１０円 

」に改める。 

 （大和高田市・葛城コミュニティセンター条例の一部改正） 

第５条 大和高田市・葛城コミュニティセンター条例（平成７年条例第１３号）の一部を次のように

改正する。 

  別表を次のように改める。 

 別表（第８条関係） 

  施設使用料 

使用区分 午前９時から 

正午まで 

午後１時から 

午後５時まで 

午後６時から 

午後１０時まで 

午前９時から 

午後１０時まで 施設名 

大広間 ３,７６０円 ６,２８０円 ６,２８０円 １６,３２０円 

和室Ａ １,５６０円 ２,６１０円 ２,６１０円 ６,７８０円 
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和室Ｂ １,８８０円 ３,１３０円 ３,１３０円 ８,１４０円 

茶室 １,２５０円 ２,０８０円 ２,０８０円 ５,４１０円 

小ホール ３,１３０円 ５,２３０円 ５,２３０円 １３,５９０円 

会議室Ａ ９３０円 １,５６０円 １,５６０円 ４,０５０円 

会議室Ｂ １,２５０円 ２,０８０円 ２,０８０円 ５,４１０円 

料理実習室 ２,５００円 ４,１８０円 ４,１８０円 １０,８６０円 

 （大和高田市運動場条例の一部改正） 

第６条 大和高田市運動場条例（昭和２７年条例第２５号）の一部を次のように改正する。 

  別表中「６，１７０円」を「６，２８０円」に改める。 

 （大和高田市立総合体育館条例の一部改正） 

第７条 大和高田市立総合体育館条例（昭和５７年条例第６号）の一部を次のように改正する。 

  別表第１中 

 「 

主競技場 全面 ３,０８０円 ４,１１０円 ６,１７０円 １２,３４０円 

半面 １,５４０円 ２,０５０円 ３,０８０円 ６,１７０円 

サブ競技場 １,０２０円 １,５４０円 ２,０５０円 ４,１１０円 

トレーニング室及

び相撲場 

２,０５０円 ３,０８０円 ４,１１０円 ６,１７０円 

」を 

 「 

主競技場 全面 ３,１３０円 ４,１８０円 ６,２８０円 １２,５６０円 

半面 １,５６０円 ２,０８０円 ３,１３０円 ６,２８０円 

サブ競技場 １,０３０円 １,５６０円 ２,０８０円 ４,１８０円 

トレーニング室及

び相撲場 

２,０８０円 ３,１３０円 ４,１８０円 ６,２８０円 

」に改

める。 

 （大和高田市立武道館条例の一部改正） 

第８条 大和高田市立武道館条例（平成３年条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

  別表中 

 「 

専用

使用 

第１道場 全面 ２,０５０円 ２,５７０円 ４,１１０円 ８,２２０円 

第２道場 全面 ４,１１０円 ５,１４０円 ８,２２０円 １６,４５０円 

半面 ２,０５０円 ２,５７０円 ４,１１０円 ８,２２０円 

個人使用 第１道場 １５０円 ２００円 ２５０円 ４６０円 

第２道場 １５０円 ２００円 ２５０円 ４６０円 

」を 

 「 

専用

使用 

第１道場 全面 ２,０８０円 ２,６１０円 ４,１８０円 ８,３７０円 

第２道場 全面 ４,１８０円 ５,２３０円 ８,３７０円 １６,７５０円 

半面 ２,０８０円 ２,６１０円 ４,１８０円 ８,３７０円 

個人使用 第１道場 １５０円 ２００円 ２６０円 ４６０円 

第２道場 １５０円 ２００円 ２５０円 ４６０円 

」に改

める。 

 （大和高田市文化会館条例の一部改正） 

第９条 大和高田市文化会館条例（平成７年条例第２６号）の一部を次のように改正する。 
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  別表を次のように改める。 

別表（第７条関係） 

 １ 施設及びその使用料 

（単位：円） 

使用区分 午前 午後 午前・午後 夜間 午後・夜間 全日 

施設区分 

曜日 

及び 

室区分等 

9:00 

～ 

12:00 

13:00 

～ 

17:00 

9:00 

～ 

17:00 

18:00 

～ 

21:30 

13:00 

～ 

21:30 

9:00 

～ 

21:30 

大

ホ

ー

ル 

入場料無料 

～1,000円 

平日 17,800 24,080 41,880 31,420 55,500 73,300 

土・日休

日 

20,950 29,330 50,280 37,700 67,030 87,980 

1,001

円以上

の入場

料等を

徴収す

る場合

の使用

料 

1,001円 

～ 

3,000円 

平日 23,030 31,420 54,450 40,850 72,270 95,300 

土・日休

日 

27,230 37,700 64,930 49,230 86,930 114,160 

3,001円 

～ 

5,000円 

平日 28,280 38,750 67,030 50,280 89,030 117,310 

土・日休

日 

33,510 46,080 79,590 60,750 106,830 140,340 

5,001円 

以上 

平日 35,610 48,180 83,790 62,850 111,030 146,640 

土・日休

日 

42,950 57,610 100,560 75,420 133,030 175,980 

準備・練習等 平日 8,900 12,030 20,930 15,700 27,730 36,630 

土・日休

日 

10,470 14,660 25,130 18,850 33,510 43,980 

リハー

サル室 

リハーサルに使用 3,130 3,130 4,180 3,130 4,180 5,230 

リハーサル以外に

使用 

5,230 5,230 10,470 5,230 10,470 15,700 

楽屋 １ 2,080 2,080 3,130 2,080 3,130 4,180 

２ 1,030 1,030 1,560 1,030 1,560 2,080 

３ 1,030 1,030 1,560 1,030 1,560 2,080 

４ 1,030 1,030 1,560 1,030 1,560 2,080 

小

ホ

ー

ル 

入場料無料 

～500円 

平日 7,330 10,470 17,800 13,610 24,080 31,410 

土・日休

日 

8,370 12,560 20,930 16,750 29,310 37,680 

501円

以上の

入場料

等を徴

収する

場合の

使用料 

501円 

～ 

2,000円 

平日 10,470 15,700 26,170 20,950 36,650 47,120 

土・日休

日 

12,560 18,850 31,410 25,130 43,980 56,540 

2,001円 

以上 

平日 14,660 20,950 35,610 27,230 48,180 62,840 

土・日休

日 

17,800 25,130 42,930 32,470 57,600 75,400 

準備・練習等 平日 3,660 5,230 8,890 6,800 12,030 15,690 

土・日休

日 

4,180 6,280 10,460 8,370 14,650 18,830 

楽屋 １ 1,030 1,030 1,560 1,030 1,560 2,080 

２ 1,030 1,030 1,560 1,030 1,560 2,080 

レ

セ

入場料無料 

～4,999円 

平日 8,370 12,560 19,900 15,700 27,230 34,560 

土・日休 10,470 14,660 24,080 18,850 32,470 41,900 
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プ

シ

ョ

ン

ホ

ー

ル 

日 

5,000円 

以上 

平日 12,560 18,850 30,370 24,080 40,850 52,370 

土・日休

日 

14,660 23,030 35,610 29,330 50,280 62,850 

展

示

ホ

ー

ル 

入場料無料 

～999円 

平日 7,330 8,370 14,660 11,510 17,800 24,080 

土・日休

日 

8,370 10,470 17,800 13,610 22,000 29,330 

1,000円 

以上 

平日 9,420 10,470 18,850 14,660 23,030 31,420 

土・日休

日 

11,510 12,560 23,030 17,800 27,230 37,700 

会議室 2,080 3,130 5,220 4,180 7,320 8,370 

和室 1,560 1,880 3,450 2,080 3,970 5,230 

 備考 

 １ 施設使用料の入場料の区分は、１人当たりの最高額をいう。 

    ２ 入場料等を徴収する場合とは、次の場合をいう。 

     (１) 入場料を徴収する場合 

     (２) 会費を徴収する場合 

     (３) 会員制度により会員を招待する場合 

     (４) 商品等の売上高により招待券を発行する場合 

     (５) その他これらに準ずる場合 

    ３ 休日とは、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日をい

う。 

    ４ レセプションホールの使用者がパントリー（配膳室）を使用する場合の使用料は、レセ

プションホール使用料の１００分の１１０に相当する額とする。 

    ５ 使用時間を超過して使用する場合の使用料は、その超過する時間１時間（１時間未満は、

１時間とする。）につき、規定の使用料の１時間当たりの使用料の１００分の１５０に相

当する額とする。 

    ６ この表に基づいて算出した使用料の額に１０円未満の端数が生じる場合は、その端数を

切り捨てる。 

 ２ 附属設備及びその使用料 

  教育委員会が規則で定める附属設備については、当該規則で定める額 

 （大和高田市浮舞台条例の一部改正） 

第１０条 大和高田市浮舞台条例（平成１１年条例第５号）の一部を次のように改正する。 

  別表中 

 「 

使用料金 4,110 4,110 5,140 6,170 8,220 10,280 

」を 

 「 

使用料金 4,180 4,180 5,230 6,280 8,370 10,470 

」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 
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２ この条例による改正後のそれぞれの条例の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）

以後に領収する使用料又は手数料（施行日前に発した納入通知書により領収するものを除く。）に

ついて適用し、施行日前に領収する使用料又は手数料及び施行日前に発した納入通知書により施行

日以後に領収する使用料又は手数料については、なお従前の例による。 

 

条例第１１号 

大和高田市印鑑条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和元年９月２７日  

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市印鑑条例の一部を改正する条例 

大和高田市印鑑条例（昭和５７年条例第３６号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項中「本市の」を「本市が備える」に改める。 

第３条第２項第１号中「、名」の次に「、旧氏（住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２９２

号。以下「令」という。）第３０条の１３に規定する旧氏をいう。以下同じ。）」を加え、「住民基本台

帳法施行令（昭和４２年政令第２９２号）第３０条の２６第１項」を「令第３０条の１６第１項」に

改め、「又は氏名」の次に「、旧氏」を加える。 

第６条第４号中「氏名（」の次に「氏に変更があった者に係る住民票に旧氏の記録がされている場

合にあっては氏名及び当該旧氏、」を加える。 

第１２条第１項第２号中「により氏」の次に「（氏に変更があった者にあっては、住民票に記録が

されている旧氏を含む。）」を加え、「、又は外国人住民にあっては住民基本台帳法第３０条の４５の表

の上欄に掲げる者でなくなったとき（日本の国籍を取得した場合を除く。）」を削り、同項第６号を第

７号とし、第３号から第５号までを１号ずつ繰り下げ、第２号の次に次の１号を加える。 

（３） 外国人住民が住民基本台帳法第３０条の４５の表の上欄に掲げる者でなくなったとき（日

本の国籍を取得した場合を除く。）。 

第１３条第１項中「第６条第４号から第８号まで」を「第６条第４号、第５号、第７号及び第８号」

に改める。 

附 則 

 この条例は、令和元年１１月５日から施行する。 

 

条例第１２号 

大和高田市子どものための教育・保育に関する利用者負担等を定める条例の一部を改正する等の条

例をここに公布する。 

  令和元年９月２７日  

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市子どものための教育・保育に関する利用者負担等を定める条例の一部を改正する等

の条例 

 （大和高田市子どものための教育・保育に関する利用者負担等を定める条例の一部改正） 

第１条 大和高田市子どものための教育・保育に関する利用者負担等を定める条例（平成２７年条例

第７号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第１項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改める。 

  第４条第１項中「法第５９条第２号に規定する時間外保育を受けた子どもの保護者から徴収する

料金（以下「延長保育料」という。）」を「行う時間外保育（法第５９条第２号に規定する時間外保

育をいう。）に係る使用料（以下「延長保育料」という。）」に改める。 

  第５条中「法第５９条第１０号に規定する一時預かり事業を利用した子どもの保護者から徴収す

る一時預かり利用料」を「行う一時預かり事業（法第５９条第１０号に規定する一時預かり事業を
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いう。）に係る使用料（以下「一時預かり利用料」という。）」に改める。 

  附則第２項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改める。 

  別表第１に備考として次のように加える。 

  備考 

   １ この表において「保育短時間認定」とは、子ども・子育て支援法施行規則（平成２６年内

閣府令第４４号）第４条第１項の規定による１月当たり平均２００時間まで（１日当たり８

時間までに限る。）の保育必要量の認定をいう。 

   ２ この表において「保育標準時間認定」とは、子ども・子育て支援法施行規則第４条第１項

の規定による１月当たり平均２７５時間まで（１日当たり１１時間までに限る。）の保育必要

量の認定をいう。 

 （大和高田市立幼稚園保育料徴収条例の廃止） 

第２条 大和高田市立幼稚園保育料徴収条例（昭和２８年条例第１号）は、廃止する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。ただし、第１条中第４条第１項、第５条及び別

表第１の改正規定は、公布の日から施行する。 

 （大和高田市立幼稚園保育料徴収条例の廃止に伴う経過措置） 

２ この条例による廃止前の大和高田市立幼稚園保育料徴収条例の規定により徴収する保育料につい

ては、なお従前の例による。 

 

条例第１３号 

大和高田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例をここに公布する。 

  令和元年９月２７日  

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例 

大和高田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（平成２

６年条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

第２条第９号中「支給認定」を「教育・保育給付認定」に改め、同条第１０号中「支給認定保護者」

を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同条第１１号中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認

定子ども」に改め、同条中第２２号を第２７号とし、第１７号から第２１号までを５号ずつ繰り下げ、

同条第１６号中「法第２８条第４項の規定」を「法第２８条第４項」に、「法第３０条第４項の規定」

を「法第３０条第４項」に、「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同号を同条

第２１号とし、同条中第１５号を第２０号とし、第１４号を第１９号とし、同条第１３号中「支給認

定」を「教育・保育給付認定」に改め、同号を同条第１８号とし、同条中第１２号を第１７号とし、

第１１号の次に次の５号を加える。 

（１２） 満３歳以上教育・保育給付認定子ども 子ども・子育て支援法施行令（平成２６年政令

第２１３号。以下「令」という。）第４条第１項に規定する満３歳以上教育・保育給付認定子ど

もをいう。 

（１３） 特定満３歳以上保育認定子ども 令第４条第１項第２号に規定する特定満３歳以上保育

認定子どもをいう。 

（１４） 満３歳未満保育認定子ども 令第４条第２項に規定する満３歳未満保育認定子どもをい

う。 

（１５） 市町村民税所得割合算額 令第４条第２項第２号に規定する市町村民税所得割合算額を
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いう。 

（１６） 負担額算定基準子ども 令第１３条第２項に規定する負担額算定基準子どもをいう。 

第３条第１項中「良質かつ適切な」を「良質かつ適切であり、かつ、子どもの保護者の経済的負担

の軽減について適切に配慮された」に改める。 

第４条の見出しを削る。 

第５条第１項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に、「利用者負担」を「第１

３条の規定により支払を受ける費用に関する事項」に改める。 

第６条の見出し中「利用申込みに対する正当な理由」を「正当な理由」に改め、同条第１項中「支

給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同条第２項中「小学校就学前子どもの数及

び」を「小学校就学前子ども及び」に、「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改め、

同条第３項中「小学校就学前子どもの数及び」を「小学校就学前子ども及び」に、「支給認定子ども」

を「教育・保育給付認定子ども」に改め、同条第４項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定

保護者」に改め、同条第５項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改める。 

第７条第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改める。 

第８条中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に、「規定する」を「規定による」

に、「支給認定の有無、支給認定子ども」を「教育・保育給付認定の有無、教育・保育給付認定子ども」

に、「支給認定の有効期間」を「教育・保育給付認定の有効期間」に改める。 

第９条の見出し及び同条第１項中「支給認定」を「教育・保育給付認定」に改め、同条第２項中「支

給認定の変更」を「教育・保育給付認定の変更」に、「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護

者」に、「支給認定の有効期間」を「教育・保育給付認定の有効期間」に改める。 

第１０条及び第１１条中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改める。 

第１３条第１項中「特定教育・保育（特別利用保育及び特別利用教育を含む。以下この条及び次条

において同じ。）」を「特定教育・保育」に、「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者（満３

歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者に限る。）」に、「法第２７条第３項第２号に掲

げる額（当該特定教育・保育施設が特別利用保育を提供する場合にあっては法第２８条第２項第２号

に規定する市町村が定める額とし、特別利用教育を提供する場合にあっては法第２８条第２項第３号

に規定する市町村が定める額とする。）」を「満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保

護者についての法第２７条第３項第２号に掲げる額」に改め、同条第２項中「支給認定保護者」を「教

育・保育給付認定保護者」に、「規定する額（その額が現に当該特定教育・保育に要した費用の額を超

えるときは、当該現に特定教育・保育に要した費用の額）をいい、当該特定教育・保育施設が特別利

用保育を提供する場合にあっては法第２８条第２項第２号に規定する内閣総理大臣が定める基準によ

り算定した費用の額（その額が現に当該特別利用保育に要した費用の額を超えるときは、当該現に特

別利用保育に要した費用の額）を、特別利用教育を提供する場合にあっては法第２８条第２項第３号

に規定する内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該特別利用教育に要

した費用の額を超えるときは、当該現に特別利用教育に要した費用の額）」を「掲げる額」に改め、同

条第３項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同条第４項中「支給認定保

護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同項第３号中「に要する費用（法第１９条第１項第

３号に掲げる小学校就学前子どもに対する食事の提供に要する費用を除き、同項第２号に掲げる小学

校就学前子どもについては主食の提供に係る費用に限る。）」を「（次に掲げるものを除く。）に要する

費用」に改め、同号に次のように加える。 

ア 次の（ア）又は（イ）に掲げる満３歳以上教育・保育給付認定子どものうち、その教育・保

育給付認定保護者及び当該教育・保育給付認定保護者と同一の世帯に属する者に係る市町村民

税所得割合算額がそれぞれ（ア）又は（イ）に定める金額未満であるものに対する副食の提供 

（ア） 法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子ども ７７，１０１円 



令和元年１０月１０日（木） 大 和 高 田 市 公 報 第３６９号 

 17 

（イ） 法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。イ（イ）において同じ。） ５７，７００

円（令第４条第２項第６号に規定する特定教育・保育給付認定保護者にあっては、７７，１

０１円） 

イ 次の（ア）又は（イ）に掲げる満３歳以上教育・保育給付認定子どものうち、負担額算定基

準子ども又は小学校第３学年修了前子ども（小学校、義務教育学校の前期課程又は特別支援学

校の小学部の第１学年から第３学年までに在籍する子どもをいう。以下（イ）において同じ。）

が同一の世帯に３人以上いる場合にそれぞれ（ア）又は（イ）に定める者に該当するものに対

する副食の提供（アに該当するものを除く。） 

（ア） 法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子ども 負担額算定基準子ども又は小学校第３学年修了前子ども（そのうち最年長者及び２

番目の年長者である者を除く。）である者 

（イ） 法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子ども 負担額算定基準子ども（そのうち最年長者及び２番目の年長者である者を除く。）

である者 

ウ 満３歳未満保育認定子どもに対する食事の提供 

第１３条第５項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同条第６項中「並

びに支給認定保護者」を「並びに教育・保育給付認定保護者」に、「、支給認定保護者」を「、当該教

育・保育給付認定保護者」に改める。 

第１４条第１項中「第２８条第１項に規定する特例施設型給付費を含む。以下この項において」を

「第２７条第１項に規定する施設型給付費をいう。以下」に、「支給認定保護者」を「教育・保育給付

認定保護者」に改め、同条第２項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改める。 

第１６条第２項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改める。 

第１７条中「支給認定子どもの」を「教育・保育給付認定子どもの」に、「支給認定子ども又はそ

の保護者」を「当該教育・保育給付認定子ども又は当該教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育

給付認定保護者」に改める。 

第１８条中「支給認定子どもに」を「教育・保育給付認定子どもに」に、「支給認定子どもの保護

者」を「教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者」に改める。 

第１９条の見出し中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同条中「支給認

定子どもの保護者」を「教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者」に改める。 

第２０条第５号中「支給認定保護者から受領する利用者負担その他の」を「第１３条の規定により

教育・保育給付認定保護者から支払を受ける」に改める。 

第２１条第１項及び第２項ただし書、第２４条（見出しを含む。）、第２５条並びに第２６条中「支

給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改める。 

第２７条第１項及び第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改め、同条第

３項中「支給認定子どもに」を「教育・保育給付認定子どもに」に、「支給認定子どもの保護者」を「教

育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者」に改める。 

第２８条第１項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改める。 

第３０条第１項中「支給認定子ども又は支給認定保護者」を「教育・保育給付認定子ども又は教育・

保育給付認定保護者」に、「支給認定子どもの」を「教育・保育給付認定子どもの」に、「支給認定子

ども等」を「教育・保育給付認定子ども等」に改め、同条第３項及び第４項中「支給認定子ども等」

を「教育・保育給付認定子ども等」に改める。 

第３２条第２項及び第４項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改める。 

第３４条第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改め、同項第２号中「に

規定する提供した特定教育・保育に係る必要な事項の提供」を「の規定による特定教育・保育」に改
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め、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改める。 

第３５条第１項中「この条」を「以下この条」に、「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子

ども」に改め、同条第２項中「支給認定子どもの数及び」を「教育・保育給付認定子ども及び」に、

「支給認定子どもの総数」を「教育・保育給付認定子どもの総数」に改め、同条第３項中「を含むも

のとして、この章」を「を、施設型給付費には特例施設型給付費（法第２８条第１項の特例施設型給

付費をいう。次条第３項において同じ。）を、それぞれ含むものとして、前節」に、「支給認定子ども」

を「教育・保育給付認定子ども」に、「とする」を「と、第１３条第２項中「法第２７条第３項第１号

に掲げる額」とあるのは「法第２８条第２項第２号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用

の額」と、同条第４項第３号イ（ア）中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付

認定子ども（特別利用保育を受ける者を除く。）」と、同号イ（イ）中「教育・保育給付認定子ども」

とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用保育を受ける者を含む。）」とする」に改める。 

第３６条第１項中「次項」を「以下この条」に、「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ど

も」に改め、同条第２項中「支給認定子どもの数及び」を「教育・保育給付認定子ども及び」に、「支

給認定子どもの総数」を「教育・保育給付認定子どもの総数」に改め、同条第３項中「を含む」を「を、

施設型給付費には特例施設型給付費を、それぞれ含む」に、「この章」を「前節」に、「小学校就学前

子どもの数」を「小学校就学前子ども」に、「と、第１３条第４項第３号中「除き、同項第２号に掲げ

る小学校就学前子どもについては主食の提供に係る費用に限る。）」とあるのは「除く。）」とする」を

「と、「法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの

総数」とあるのは「法第１９条第１項第１号又は第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子どもの総数」と、第１３条第２項中「法第２７条第３項第１号に掲げる額」とあるの

は「法第２８条第２項第３号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条第４項

第３号イ（ア）中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用

教育を受ける者を含む。）」と、同号イ（イ）中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保

育給付認定子ども（特別利用教育を受ける者を除く。）」とする」に改める。 

第３７条の見出しを削り、同条第１項中「のうち、家庭的保育事業にあっては、その」を「（事業

所内保育事業を除く。）の」に、「）の数を」を「）の数は、家庭的保育事業にあっては」に、「Ａ型を

いう。」を「Ａ型をいう。第４２条第３項第１号において同じ。」に、「Ｂ型をいう。」を「Ｂ型をいう。

第４２条第３項第１号において同じ。」に、「にあっては、その利用定員の数を」を「にあっては」に、

「附則第４条」を「附則第３条」に改める。 

第３８条第１項中「利用者負担」を「第４３条の規定により支払を受ける費用に関する事項」に改

める。 

第３９条第１項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同条第２項中「小

学校就学前子どもの数及び」を「小学校就学前子ども及び」に、「法第１９条第１項第３号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育

認定子どもを除く。以下この章において同じ。）」に、「支給認定子どもが」を「満３歳未満保育認定子

どもが」に改め、同条第３項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同条第

４項中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に改める。 

第４０条第２項中「法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子ど

も」を「満３歳未満保育認定子ども」に改める。 

第４１条中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に改める。 

第４２条第１項中「この項」を「以下この項から第５項まで」に改め、同項第１号中「支給認定子

ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に改め、同項第２号中「をいう。」を「をいう。以下この条に

おいて同じ。」に改め、同項第３号中「支給認定子ども（」を「満３歳未満保育認定子ども（」に、「支

給認定子どもにあっては」を「満３歳未満保育認定子どもにあっては」に、「支給認定子どもに係る支

給認定保護者」を「満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者」に改め、同条第４
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項中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に改め、同項を同条第９項とし、同条第３

項中「を行う者であって、第３７条第２項の規定により定める利用定員が２０人以上のもの」を「（第

３７条第２項の規定により定める利用定員が２０人以上のものに限る。次項において「保育所型事業

所内保育事業」という。）を行う者」に改め、同項を同条第７項とし、同項の次に次の１項を加える。 

８ 保育所型事業所内保育事業を行う者のうち、児童福祉法第６条の３第１２項第２号に規定する事

業を行うものであって、市長が適当と認めるもの（附則第４条において「特例保育所型事業所内保

育事業者」という。）については、第１項本文の規定にかかわらず、連携施設の確保をしないこと

ができる。 

第４２条第２項中「前項本文」を「第１項本文」に改め、同項を同条第６項とし、同条第１項の次

に次の４項を加える。 

２ 市長は、特定地域型保育事業者による代替保育の提供に係る連携施設の確保が著しく困難である

と認める場合であって、次の各号に掲げる要件の全てを満たすと認めるときは、前項第２号の規定

を適用しないこととすることができる。 

（１） 特定地域型保育事業者と前項第２号に掲げる事項に係る連携協力を行う者との間でそれぞ

れの役割の分担及び責任の所在が明確化されていること。 

（２） 前項第２号に掲げる事項に係る連携協力を行う者の本来の業務の遂行に支障が生じないよ

うにするための措置が講じられていること。 

３ 前項の場合において、特定地域型保育事業者は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

当該各号に定める者を第１項第２号に掲げる事項に係る連携協力を行う者として適切に確保しな

ければならない。 

（１） 当該特定地域型保育事業者が特定地域型保育事業を行う場所又は事業所（次号において「事

業実施場所」という。）以外の場所又は事業所において代替保育が提供される場合 小規模保育

事業Ａ型若しくは小規模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者（次号において「小規模保

育事業Ａ型事業者等」という。） 

（２） 事業実施場所において代替保育が提供される場合 事業の規模等を勘案して小規模保育事

業Ａ型事業者等と同等の能力を有すると市町村が認める者 

４ 市長は、特定地域型保育事業者による第１項第３号に掲げる事項に係る連携施設の確保が著しく

困難であると認めるときは、同号の規定を適用しないこととすることができる。 

５ 前項の場合において、特定地域型保育事業者は、児童福祉法第５９条第１項に規定する施設のう

ち、次に掲げるもの（入所定員が２０人以上のものに限る。）であって、市長が適当と認めるもの

を第１項第３号に掲げる事項に係る連携協力を行う者として適切に確保しなければならない。 

（１） 法第５９条の２第１項の規定による助成を受けている者の設置する施設（児童福祉法第６

条の３第１２項に規定する業務を目的とするものに限る。） 

（２） 児童福祉法第６条の３第１２項に規定する業務又は同法第３９条第１項に規定する業務を

目的とする施設であって、同法第６条の３第９項第１号に規定する保育を必要とする乳児・幼児

の保育を行うことに要する費用に係る地方公共団体の補助を受けているもの 

 第４３条第１項中「特定地域型保育（特別利用地域型保育及び特定利用地域型保育を含む。以下こ

の条及び第５０条において準用する第１４条において同じ。）」を「特定地域型保育」に、「支給認定保

護者」を「教育・保育給付認定保護者」に、「掲げる額（当該特定地域型保育事業者が特別利用地域型

保育を提供する場合にあっては法第３０条第２項第２号に規定する市町村が定める額とし、特定利用

地域型保育を提供する場合にあっては法第３０条第２項第３号に規定する市町村が定める額とす

る。）」を「掲げる額」に改め、同条第２項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に、

「掲げる額（その額が現に当該特定地域型保育に要した費用の額を超えるときは、当該現に特定地域

型保育に要した費用の額）をいい、当該特定地域型保育事業者が特別利用地域型保育を提供する場合

にあっては法第３０条第２項第２号に規定する内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額
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（その額が現に当該特別利用地域型保育に要した費用の額を超えるときは、当該現に特別利用地域型

保育に要した費用の額）を、特定利用地域型保育を提供する場合にあっては法第３０条第２項第３号

に規定する内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該特定利用地域型保

育に要した費用の額を超えるときは、当該現に特定利用地域型保育に要した費用の額）」を「掲げる額」

に改め、同条第３項から第５項までの規定中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に

改め、同条第６項中「並びに支給認定保護者」を「並びに教育・保育給付認定保護者」に、「、支給認

定保護者」を「、当該教育・保育給付認定保護者」に改める。 

第４６条第５号中「支給認定保護者から受領する利用者負担その他の」を「第４３条の規定により

教育・保育給付認定保護者から支払を受ける」に改める。 

第４７条第１項及び第２項ただし書中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に改め

る。 

第４９条第２項中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に改め、同項第２号中「に

規定する提供した特定地域型保育に係る必要な事項の提供」を「の規定による特定地域型保育」に改

め、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改める。 

第５０条中「特定地域型保育事業」を「特定地域型保育事業者、特定地域型保育事業所及び特定地

域型保育」に、「第１４条第１項」を「第１１条中「教育・保育給付認定子どもについて」とあるのは

「教育・保育給付認定子ども（満３歳未満保育認定子どもに限り、特定満３歳以上保育認定子どもを

除く。以下この節において同じ。）について」と、第１２条の見出し中「教育・保育」とあるのは「地

域型保育」と、第１４条の見出し中「施設型給付費」とあるのは「地域型保育給付費」と、同条第１

項」に、「第２８条第１項に規定する特例施設型給付費を含む。以下この項において同じ。）」を「第２

７条第１項に規定する施設型給付費をいう。以下」に、「第３０条第１項に規定する特例地域型保育給

付費を含む。以下この項において同じ。）」と読み替える」を「第２９条第１項に規定する地域型保育

給付費をいう。以下この項及び第１９条において」と、「施設型給付費の」とあるのは「地域型保育給

付費の」と、同条第２項中「特定教育・保育提供証明書」とあるのは「特定地域型保育提供証明書」

と、第１９条中「施設型給付費」とあるのは「地域型保育給付費」と読み替える」に改める。 

第５１条第１項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改め、同条第２項中「支

給認定子どもの数及び」を「教育・保育給付認定子ども及び」に、「法第１９条第１項第３号に掲げる

小学校就学前子どもに該当する支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に、「あっては」を

「あっては、」に、「支給認定子どもを」を「教育・保育給付認定子どもを」に改め、同条第３項中「特

別利用地域型保育を含むものとして、この章（第３９条第２項及び第４０条第２項を除く。）の規定を

適用する」を「特別利用地域型保育を、地域型保育給付費には特例地域型保育給付費（法第３０条第

１項の特例地域型保育給付費をいう。次条第３項において同じ。）を、それぞれ含むものとして、この

章（第４０条第２項を除き、前条において準用する第８条から第１４条まで（第１０条及び第１３条

を除く。）、第１７条から第１９条まで及び第２３条から第３３条までを含む。次条第３項において同

じ。）の規定を適用する」に改め、同項に後段として次のように加える。 

この場合において、第３９条第２項中「利用の申込みに係る法第１９条第１項第３号に掲げる小

学校就学前子ども」とあるのは「利用の申込みに係る法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学

前子ども」と、「満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。以下この章

において同じ。）」とあるのは「法第１９条第１項第１号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子ども（第５２条第１項の規定により特定利用地域型保育を提供する

場合にあっては、当該特定利用地域型保育の対象となる法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもを含む。）」と、「法第２０条第４項の規定による

認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認めら

れる満３歳未満保育認定子どもが優先的に利用できるよう、」とあるのは「抽選、申込みを受けた

順序により決定する方法、当該特定地域型保育事業者の保育に関する理念、基本方針等に基づく選
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考その他公正な方法により」と、第４３条第１項中「教育・保育給付認定保護者」とあるのは「教

育・保育給付認定保護者（特別利用地域型保育の対象となる法第１９条第１項第１号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者を除く。）」

と、同条第２項中「法第２９条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第３０条第２項第２号の

内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条第３項中「前２項」とあるのは「前

項」と、同条第４項中「前３項」とあるのは「前２項」と、「掲げる費用」とあるのは「掲げる費

用及び食事の提供（第１３条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除く。）に要する費用」と、同

条第５項中「前各項」とあるのは「前３項」とする。 

第５２条第１項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改め、同条第２項中「支

給認定子どもの数及び」を「教育・保育給付認定子ども及び」に、「支給認定子ども（」を「教育・保

育給付認定子ども（」に、「あっては」を「あっては、」に、「支給認定子どもを」を「教育・保育給付

認定子どもを」に改め、同条第３項中「特定利用地域型保育を含むものとして、この章の規定を適用

する」を「特定利用地域型保育を、地域型保育給付費には特例地域型保育給付費を、それぞれ含むも

のとして、この章の規定を適用する」に改め、同項に後段として次のように加える。 

この場合において、第４３条第１項中「教育・保育給付認定保護者」とあるのは「教育・保育給

付認定保護者（特定利用地域型保育の対象となる法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもに限る。）に係る教育・

保育給付認定保護者に限る。）」と、同条第２項中「法第２９条第３項第１号に掲げる額」とあるの

は「法第３０条第２項第３号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条第４

項中「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及び食事の提供（特定利用地域型保育の対象となる特

定満３歳以上保育認定子どもに対するもの及び満３歳以上保育認定子ども（令第４条第１項第２号

に規定する満３歳以上保育認定子どもをいう。）に係る第１３条第４項第３号ア又はイに掲げるも

のを除く。）に要する費用」とする。 

附則第２条第１項中「（法第２７条第３項第２号に掲げる額（当該特定教育・保育施設が」とある

のは「（当該特定教育・保育施設が」と、「定める額とする。）をいう。）」とあるのは「定める額をいう。）」

を「教育・保育給付認定保護者（満３歳未満保育認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定保護

者（満３歳未満保育認定子ども（特定保育所（法附則第６条第１項に規定する特定保育所をいう。次

項において同じ。）から特定教育・保育（保育に限る。第１９条において同じ。）を受ける者を除く。

以下この項において同じ。）」に、「（法第２７条第３項第１号に規定する額」とあるのは「（法附則第

６条第３項の規定により読み替えられた法第２８条第２項第１号に規定する内閣総理大臣が定める基

準により算定した費用の額」を「当該特定教育・保育」とあるのは「当該特定教育・保育（特定保育

所における特定教育・保育（保育に限る。）を除く。）」に改める。 

附則中第３条を削り、第４条を第３条とする。 

附則第５条中「特定地域型保育事業者」を「特定地域型保育事業者（特例保育所型事業所内保育事

業者を除く。）」に、「５年」を「１０年」に改め、同条を附則第４条とする。 

附 則 

この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

 

条例第１４号 

大和高田市水道事業給水条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和元年９月２７日  

大和高田市長 堀内 大造   

   大和高田市水道事業給水条例の一部を改正する条例 

 大和高田市水道事業給水条例（昭和３３年条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

 第１１条第２項中「指定をしたもの」を「指定をした者」に改める。 
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 第１３条の２中「第５条」を「第６条」に改める。 

 第３７条第１項中 

「 

（３） 第１１条第２項の指定をするとき １件につき ５，０００円 

」を 

「 

（３） 法第１６条の２第１項の指定をするとき １件につき ５，０００円 

（４） 法第２５条の３の２第１項の指定の更新をする

とき 

１件につき ５，０００円 

」に改

める。 

   附 則 

 この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

 

 

 

規則第５号 

大和高田市行政組織規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  令和元年９月１日 

大和高田市長 堀内 大造   

   大和高田市行政組織規則の一部を改正する規則 

 大和高田市行政組織規則（平成２０年規則第３号）の一部を次のように改正する。 

 第４条第１項福祉部の部社会福祉課の款地域福祉係の項中「ひとり暮らしの高齢者等に係る緊急通

報装置」を「ひとり暮らし等の障害者に係る緊急通報システム事業」に改める。 

   附 則 

 この規則は、令和元年１０月１日から施行する。 

 

規則第６号 

大和高田市緊急通報体制整備事業実施規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  令和元年９月１日  

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市緊急通報体制整備事業実施規則の一部を改正する規則 

大和高田市緊急通報体制整備事業実施規則（平成１４年規則第６３号）の一部を次のように改正す

る。 

題名中「体制整備」を「システム」に改める。 

第１条中「（以下「装置」という。）」を削り、「緊急時に」を「緊急時における」に、「並びに

日常における不安及び孤独感の解消を図り、ひとり暮らしの高齢者等が安心して暮らせる体制を整備

し、もって」を「を可能にし、ひとり暮らしの高齢者等の日常における不安及び孤独感を軽減するこ

とで」に改める。 

第２条中「緊急通報体制整備事業」を「緊急通報装置」に、「ひとり暮らし高齢者等が、急病、災

害等のため緊急に救助を必要とする場合において、当該高齢者等の住居に設置された装置を通じて、

第４条第２項の協力員が通報を受けることにより、速やかな救助活動を行うこと」を「急病、事故そ

の他の緊急時に通報するための携帯用無線発信機、無線受信機、専用送信機等の機器」に改め、同条

に次の１項を加える。 

２ この規則において、「協力員」とは、緊急通報装置による通報を受けた場合において、住居に出

規 則 
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向いて安否確認を行うとともに、必要に応じて消防署等の関係機関に連絡を行う地域の協力者をい

う。 

第８条を削る。 

第７条第１項中「装置の使用に係る通話料は、利用者」を「緊急通報装置の設置及び撤去に要する

費用は、市」に改め、同条第２項を次のように改める。 

２ 利用者は、次に掲げる費用のほか、緊急通報システム事業の利用に要する費用の一部として別表

に規定する利用料を負担するものとする。 

（１） 緊急通報装置の使用に係る回線使用料及びダイヤル通話料 

（２） 利用者の転居に伴う緊急通報装置の移設に要する費用及び緊急通報装置を破損し、又は紛

失した場合の修理に要する費用 

第７条第３項を削り、同条を第８条とする。 

第６条の見出し中「装置」を「緊急通報装置」に改め、同条中「装置の」を「緊急通報システム事

業の」に、「装置を」を「緊急通報装置を」に改め、同条に次の２項を加える。 

２ 利用者は、善良な管理者の注意をもって緊急通報装置を使用しなければならない。 

３ 利用者は、緊急通報装置を貸与の目的に反して使用し、譲渡し、貸し付け、又は担保に供しては

ならない。 

第６条を第７条とする。 

第５条の見出し中「利用許可」を「利用」に改め、同条中「適否」を「可否」に、「緊急通報装置

利用決定通知書（様式第３号）又は緊急通報装置利用却下通知書（様式第４号）」を「緊急通報シス

テム利用決定通知書（様式第４号）又は緊急通報システム利用却下通知書（様式第５号）」に改め、

同条を第６条とする。 

第４条第１項中「緊急通報体制整備事業」を「緊急通報システム事業」に、「緊急通報装置利用申

請書」を「緊急通報システム利用申請書」に改め、「第２号）」の次に「及び協力員承諾書（様式第

３号）」を加え、同条第２項中「緊急時に迅速かつ適切な対応が可能なおおむね３名の協力員を確保

し、当該協力員に緊急通報体制整備事業の利用についての説明をし、承諾を得なければならない」を

「緊急通報システム事業の内容を説明した上で承諾を得た協力員を１名以上 確保しなければならな

い」に改め、同条を第５条とする。 

第３条の見出し中「対象者」の次に「及び対象事業」を加え、同条中「緊急通報体制整備事業を受

けることができる者（以下「対象者」という。）は、市内に住所を有し」を「緊急通報システム事業

の対象となる者（以下「対象者」という。）は、市内に住所を有する者であって」に改め、同条第１

号中「おおむね」を削り、「に属する者又はこれに準ずる世帯（同居者の就労又は就学により継続的

に日中において独居となる世帯（以下「日中独居世帯」という。）を除く。）に属する者として市長

が認めたもの（以下「第１号該当者」という。）」に改め、同条第２号中「ひとり暮らし」を「単身

世帯」に改め、「いう。）」の次に「又はこれに準ずる世帯（日中独居世帯を含む。）に属する者と

して市長が認めたもの（以下「第２号該当者」という。）」を加え、同条第３号を削り、同条に次の

１項を加える。 

２ 市長は、次の各号に掲げる対象者の区分に応じ、当該各号に定める事業を行うものとする。 

（１） 第１号該当者 前条各号に掲げる事業 

（２） 第２号該当者 前条第１号に掲げる事業 

第３条を第４条とし、第２条の次に次の１条を加える。 

第３条 緊急通報システム事業の内容は、次に掲げるとおりとする。 

（１） 急病、事故等のため緊急に救助を必要とする場合において、緊急通報装置による通報によ

り、協力員に対して救助活動を要請すること。 

（２） 急病、事故等のため緊急に救助を必要とする場合において、緊急通報装置による通報によ

り、必要に応じて救急車等の出動を要請すること。 
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（３） 緊急通報装置の通話機能を利用した、利用者からの健康相談等に応じること。 

（４） 電話による定期的な安否確認を行うこと。 

第９条を次のように改める。 

（事業の委託） 

第９条 市長は、利用者及び費用負担額の決定に係る事務を除き、緊急通報システム事業の適切な運

営を確保できる者に委託して行わせることができる。 

第１０条中「速やかに」の次に「その旨を」を加え、同条第１号中「第４条」を「第５条」に、「申

請内容」を「規定による申請の内容」に改め、同条第２号中「装置」を「緊急通報システム事業」に

改める。 

第１１条の見出し中「廃止」を「解除」に改め、同条第１項中「装置」を「緊急通報システム事業」

に、「廃止」を「解除」に改め、同項第１号中「第３条に規定する対象者」を「第４条第１項各号に

掲げる条件」に改め、同項第２号中「第４条」を「第５条」に、「申請内容」を「規定による申請の

内容」に改め、同項第３号中「利用者が死亡した」を「前条第２号の規定による届出があった」に改

め、同条第２項中「緊急通報装置の利用を廃止」を「緊急通報システム事業の利用を解除」に、「緊

急通報装置利用廃止決定通知書（様式第５号）」を「緊急通報システム利用解除通知書（様式第６号）」

に、「装置を」を「緊急通報装置を」に改める。 

第１２条中「緊急通報体制整備事業」を「緊急通報システム事業」に改める。 

附則の次に次の別表を加える。 

別表（第８条関係） 

区分 利用料（月額） 

第１号該当者 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に

よる被保護世帯及び住民税非課税世帯 
３３０円 

住民税課税世帯 ８８０円 

第２号該当者 ０円 

 備考 

  １ 協力員に代わって事業の委託を受けた者が安否確認のために駆けつけるサービスを利用しな

い場合の利用料は、利用料から３３０円を差し引いて得た額とする。 

 様式第１号から様式第６号までを次のように改める。 

 

様式第１号（第５条関係） 

緊急通報システム事業利用申請書 

年  月  日 

   大和高田市長  殿 

申請者 住  所               

氏  名             印 

電話番号               

  次のとおり、緊急通報システム事業の利用をしたいので申請します。 

利
用
対
象
者 

氏  名  生年月日 年  月  日 

住  所  

電話番号 （      ）    － 申請者との関係  

障害種別 級 障害の内容  （           ） 

介護認定等 事業対象者 要支援１・２ 要介護１・２・３・４・５ 

かかりつけ

の医療機関 

医療機関名  

住  所  

電話番号 （     ）   － 

主治医 科          
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親族の連絡先 

1 

氏  名      （続柄） 

住  所  

電話番号 （     ）   － 

2 

氏  名        （続柄） 

住  所  

電話番号 （     ）   － 

住民税課税状況 １ 課税世帯    ２ 非課税世帯    ３ 生活保護世帯 

駆けつけサービス 
※第１号該当者のみ記入 

  １ 有       ２ 無 

   

協 

力 

員 

順位 氏  名 対象者との関係 住    所 電話番号 

１     

２     

３     

 

様式第２号（第５条関係） 

利用誓約書 

年  月  日 

   大和高田市長  殿 

申請者 住  所                 

    氏  名               印 

    電話番号                 

 

  私は、緊急通報システム事業を利用するに当たり、下記の事項を遵守します。 

 

記 

 １ 私は、協力員のいかなる理由又は各種電話機能の作動により、適切な対応が受けられなかっ
たとしても、協力員及び関係機関（者）には、一切の責任を問いません。 

 ２ 私が、緊急通報を発したときに、何らかの事情により装置が作動しなかった場合に起こり得
る事態に対して、大和高田市及びメーカーに対して賠償責任を問いません。 

 ３ 私が、緊急通報を発し、その後の確認連絡に応答しないときは、協力員及び関係機関（者）
が私の居住内に立ち入ることを認めます。 

 ４ 私からの緊急通報に伴う救助活動により、私の住宅の一部に破損が生じても、協力員及び関
係機関（者）に対して賠償責任を問いません。 

 ５ 私は、緊急通報装置を適切な管理及び点検の下に使用し、これを他人に譲渡し、転貸し、又
は担保に供する等、他の目的には使用しません。 

 ６ 私は、自己の故意又は過失により緊急通報装置が破損し、又は紛失したときは、直ちに大和
高田市に申し出るとともに、自己の責任において修理し、又は弁償します。 

 ７ 私は、次の各号に要する費用を全額自己負担します。 
  (１) レンタル品損失等に要する費用 
  (２) 市内転居の場合の緊急通報装置の移設費 
  (３) 緊急装置の使用に係る回線使用料及びダイヤル通話料 
  (４) その他個人的な理由によって生じた点検等の費用など 
 ８ 次の各号のいずれかに該当するときは、私又は私の親族等が速やかに大和高田市に届け出ま

す。 
  (１) 申請書の内容に変更があったとき。 
  (２) 緊急通報システムの利用を辞退するとき。 
  (３) 私が長期入院、施設入所等により長期間不在となるとき。 
 ９ 私が緊急通報装置の利用の辞退を申し出た場合のほか、私が次の各号のいずれかに該当する
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ときは、緊急通報装置を回収されても構いません。 
  (１) 対象者の要件に該当しなくなったとき。 
  (２) 申請内容に虚偽があったとき。 
  (３) 緊急通報装置をみだりに使用することにより、大和高田市、協力員及び関係機関（者）

に著しい負担を掛けたとき。 
  (４) この誓約書に違反したとき。 
 １０ 大和高田市の担当職員が、緊急通報システム事業を実施する目的で住民税の課税台帳の閲

覧を行うことを承諾します。 
 １１ 第４条第１項第１号の利用者に該当する場合であって、利用料が発生するときは、期限以

内に支払います。 
 １２ 緊急通報システム事業の実施に必要な個人情報の取扱いに関して、関係機関（者）へ情報

提供することを承諾します。 
 １３ その他、大和高田市緊急通報システム事業実施規則（平成１４年規則第６３号）の規定に

従います。 
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様式第３号（第５条関係） 

協力員承諾書 

 

 

 

私は、          が利用を希望する大和高田市緊急通報システム事業の協力員と

して、緊急通報システム事業が利用されている期間、緊急通報システムを通じた連絡があれば

立会い等の協力をすることを承諾します。また、個人情報の取り扱いに関して、消防本部及び

大和高田市緊急通報システム事業委託事業者へ情報提供することを承諾します。 

 

 

      年   月   日 

 

 

                住  所 

                氏  名                印 

                （自署又は記名押印） 

                電話番号 

 

 

 

 

様式第４号（第６条関係） 

緊急通報システム事業利用決定通知書 

 

第  号 

年  月  日 

 

         様 

 

大和高田市長        印   

 

 

      年  月  日付けで申請のあった緊急通報システム事業の利用について、次のとお

り決定したので通知します。 

 

対 象 者 

住 所  

氏 名  
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利 用 条 件   利用誓約書の規定を遵守すること。 

設 置 予 定 日       年   月   日 （    ） 

自 己 負 担 額  

 

協 

力 

員 

順位 氏  名 対象者との関係 住    所 電話番号 

１     

２     

３     

 

様式第５号（第５条関係） 

緊急通報システム事業利用却下通知書 

                

第  号 

年  月  日 

 

         様 

 

大和高田市長        印   

 

 

      年  月  日付けで申請のあった緊急通報システム事業の利用について、審査した

結果、次のとおり却下することに決定したので通知します。 

 

 □却下理由 

 

 

 

 

様式第６号（第１１条関係） 

緊急通報システム事業利用解除通知書 

 

第  号 

年  月  日 
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         様 

 

大和高田市長        印   

 

      年  月  日付け第  号で決定した緊急通報システム事業の利用を、次のとおり

解除するので通知します。 

 

対 象 者 

住 所  

氏 名  

利用解除年月日        年   月   日 

利 用 解 除 理 由  

 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和元年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の第５条の規定による決定を受けている利用者

（改正前の第３条第１号の対象者に限る。）は、この規則の施行の日から令和２年３月３１日まで

の間は、改正後の規定にかかわらず、引き続き改正前の緊急通報体制整備事業を利用することがで

きる。 

 

規則第７号 

大和高田市子どものための教育・保育に関する利用者負担等を定める条例施行規則の一部を改正す

る規則を次のように定める。 

  令和元年９月１９日  

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市子どものための教育・保育に関する利用者負担等を定める条例施行規則の一部を改

正する規則 

大和高田市子どものための教育・保育に関する利用者負担等を定める条例施行規則（平成２７年規

則第２号の２）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項中「市町村が定める額」を「利用者負担額」に、「法第１９条第１項各号に掲げる小

学校就学前子どもの区分に応じ、別表第１及び別表第２」を「次の各号に掲げる小学校就学前子ども

の区分に応じ、当該各号」に改め、同項に次の２号を加える。 

（１） 法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子ども 零 

（２） 法第１９条第１項第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子ども 別表に定める額 

第３条及び第４条中「市町村が定める額」を「利用者負担額」に改める。 

別表第１を次のように改める。 
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別表（第２条関係） 

各月初日の小学校就学前子

どもの属する世帯の階層区

分 

利用者負担額（月額） 

階

層

区

分 

定義 

０歳児 １歳児・２歳児 ３歳児 ４歳児以上 

保育標準

時間認定 

保育短時

間認定 

保育標準

時間認定 

保育短時

間認定 

保 育

標 準

時 間

認定 

保 育

短 時

間 認

定 

保 育

標 準

時 間

認定 

保 育

短 時

間 認

定 

１ 

生活保護法（昭和２５

年法律第１４４号）に

よる被保護世帯（単給

世帯を含む。）及び中国

残留邦人等の円滑な帰

国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立

の支援に関する法律

（平成６年法律第３０

号）による支援給付受

給世帯 

円 円 円 円 円 円 円 円 

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

２ 
市町村民税均等割非課

税世帯 
０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

３

―

Ａ 

第２階

層を除

き、市

町村民

税の所

得割課

税額の

区分が

次の区

分に該

当する

世帯 

４８，

６００

円未満 

ひとり

親世帯

等 

７，６５０ ７，５００ ７，６５０ ７，５００ ０ ０ ０ ０ 

３

―

Ｂ 

ひとり

親世帯

等以外

の世帯 

１５，６０

０ 

１５，３０

０ 

１５，６０

０ 

１５，３０

０ 
０ ０ ０ ０ 

４

―

Ａ 

４８，

６００

円以上 

７７，

１０１

円未満 

ひとり

親世帯

等 

９，０００ ８，８００ ９，０００ ８，８００ ０ ０ ０ ０ 

４

―

Ｂ 

ひとり

親世帯

等以外

の世帯 

２４，００

０ 

２３，５０

０ 

２４，００

０ 

２３，５０

０ 
０ ０ ０ ０ 

４

―

Ｃ 

７７，１０１円

以上 

９７，０００円

未満 

２４，００

０ 

２３，５０

０ 

２４，００

０ 

２３，５０

０ 
０ ０ ０ ０ 

５ 

９７，０００円

以上 

１６９，０００

円未満 

３７，３０

０ 

３６，７０

０ 

３７，３０

０ 

３６，７０

０ 
０ ０ ０ ０ 

６ 

１６９，０００

円以上 

３０１，０００

円未満 

５１，２０

０ 

５０，３０

０ 

５１，２０

０ 

５０，３０

０ 
０ ０ ０ ０ 

７ 

３０１，０００

円以上 

３９７，０００

５９，２０

０ 

５８，２０

０ 

５９，２０

０ 

５８，２０

０ 
０ ０ ０ ０ 
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円未満 

８ 
３９７，０００

円以上 

６６，５０

０ 

６５，４０

０ 

６０，９０

０ 

５９，９０

０ 
０ ０ ０ ０ 

備考 

１ この表における子どもの年齢計算については、子どものための教育・保育給付に係る教育

又は保育が行われた日の属する年度の初日の前日を基準日として行うものとする。 

２ この表における所得割（地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第２号

に規定する所得割をいう。以下同じ。）の額の計算については、地方税法第３１４条の７、

第３１４条の８及び第３１４条の９並びに附則第５条第３項、附則第５条の４第６項、附則

第５条の４の２第６項、附則第５条の５第２項及び附則第４５条の規定は適用しないものと

し、教育・保育給付認定保護者又は当該教育・保育給付認定保護者と同一の世帯に属する者

が指定都市（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項の指定都市を

いう。以下この項において同じ。）の区域内に住所を有する者であるときは、これらの者は、

指定都市以外の市町村の区域内に住所を有する者とみなす。 

３ 前項に定めるもののほか、この表における市町村民税の課税又は非課税の別及び所得割の

額の計算については、教育・保育給付認定保護者又は当該教育・保育給付認定保護者と同一

の世帯に属する者が地方税法第２９２条第１項第１１号イ中「夫と死別し、若しくは夫と離

婚した後婚姻をしていない者又は夫の生死の明らかでない者で政令で定めるもの」とあるの

を「婚姻によらないで母となった女子であって、現に婚姻（届出をしていないが、事実上婚

姻関係と同様の事情にある場合を含む。）をしていないもの」と読み替えた場合に同号イに

該当する者又は同項第１２号中「妻と死別し、若しくは妻と離婚した後婚姻をしていない者

又は妻の生死の明らかでない者で政令で定めるもの」とあるのを「婚姻によらないで父とな

った男子であって、現に婚姻（届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある場

合を含む。）をしていないもの」と読み替えた場合に同号に該当する者であるときは、これ

らの者からの申請により、これらの者を同項第１１号に規定する寡婦又は同項第１２号に規

定する寡夫とみなして、同法第２９５条第１項（第２号に係る部分に限る。）並びに第３１

４条の２第１項（第８号に係る部分に限る。）及び第３項の規定を適用する。 

４ この表において、４月から８月までの月分の利用者負担額にあっては前年度分の市町村民

税の額を基に、９月から翌年３月までの月分の利用者負担額にあっては当該年度分の市町村

民税の額を基に決定するものとする。 

５ 地方税法第３２３条に規定する市町村民税の減免があった場合には、その額を所得割の額

又は均等割の額から順次控除して得た額を所得割の額又は均等割の額とする。 

６ この表において「保育標準時間認定」とは、子ども・子育て支援法施行規則（平成２６年

内閣府令第４４号）第４条第１項の規定による１月当たり平均２７５時間まで（１日当たり

１１時間までに限る。）の保育必要量の認定をいう。 

７ この表において「保育短時間認定」とは、子ども・子育て支援法施行規則第４条第１項の

規定による１月当たり平均２００時間まで（１日当たり８時間までに限る。）の保育必要量

の認定をいう。 

８ この表において「ひとり親世帯等」とは、（１）から（７）までのいずれかに該当する世

帯をいう。 

（１） 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）第６条第６項に規定

する配偶者のない者で現に子どもを扶養しているものの世帯 

（２） 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条の規定により身体障害者

手帳の交付を受けている者の属する世帯 

（３） 療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号）に定める療育手
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帳の交付を受けている者の属する世帯 

（４） 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第４５条

に定める精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者の属する世帯 

（５） 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３４号）に定める特

別児童扶養手当の支給を受けている者の属する世帯 

（６） 国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）に定める国民年金の障害基礎年金等を受

けている者の属する世帯 

（７） 保護者の申請に基づき、生活保護法に定める要保護者に準ずる程度に困窮している

と市長が認めた世帯 

９ 教育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者が養育里親等（児童福祉法（昭和２２年

法律第１６４号）第６条の３第８項に規定する小規模住居型児童養育事業を行う者、同法第

６条の４第１号に規定する養育里親又は同法第７条第１項に規定する児童福祉施設（乳児院、

児童養護施設、児童心理治療施設及び児童自立支援施設に限る。）の長をいう。）である場合

における当該養育里親等に係る利用者負担額は、第２階層区分の利用者負担額（月額）の欄

に掲げる額とする。 

１０ 生計を一にする世帯において、教育・保育給付認定子ども及び（１）又は（２）に該当

する子ども等がいる場合の利用者負担額は、これらの者のうち最年長の者（以下この備考１

０において「第１子」という。）が教育・保育給付認定子どもであるときはこの表に掲げる

額の全額とし、第１子を除き最年長の者（以下この備考１０おいて「第２子」という。）が

教育・保育給付認定子どもであるときは同表に掲げる額の２分の１に相当する額とし、第３

子以降の子ども（第１子及び第２子以外の者をいう。）については零とする。 

（１） この表における第４―Ｃ階層から第８階層までの世帯にあっては、次のいずれかに

該当する子ども 

ア 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する幼稚園のうち、特定教育・

保育施設でないものに在籍する子ども 

イ 学校教育法第７６条第２項に規定する特別支援学校の幼稚部に在籍する子ども 

ウ 児童福祉法第６条の２の２第２項に規定する児童発達支援又は同条第３項に規定する

医療型児童発達支援を利用している小学校就学前子ども 

エ 児童福祉法第４３条の２に規定する児童心理治療施設の通所部に在籍する小学校就学

前子ども 

（２） この表における第３―Ｂ階層及び第４―Ｂ階層の世帯のうち市町村民税の所得割課

税額が５７，７００円未満の世帯にあっては、次のいずれかに該当する子ども等 

ア 保護者に監護される者 

イ 保護者に監護されていた者 

ウ 保護者又はその配偶者の直系卑属（保護者に監護される者及び保護者に監護されてい

た者を除く。） 

１１ この表における第３―Ａ階層及び第４―Ａ階層の生計を一にする世帯において、教育・

保育給付認定子ども及び（１）から（３）までのいずれかに該当する子ども等がいる場合の

利用者負担額は、これらの者のうち最年長の者（以下この備考１１において「第１子」とい

う。）が教育・保育給付認定子どもであるときはこの表に掲げる額の全額とし、第２子以降

の子ども（第１子以外の者をいう。）については零とする。 

（１） 保護者に監護される者 

（２） 保護者に監護されていた者 

（３） 保護者又はその配偶者の直系卑属（保護者に監護される者及び保護者に監護されて

いた者を除く。） 
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１２ 小学校就学前子どもの属する世帯の階層区分の証明をすることができない場合は、当該

世帯については第８階層にあるものとみなしてこの表を適用する。 

 別表第２を削る。 

附 則 

（施行期日等） 

第１条 この規則は、令和元年１０月１日から施行する。 

２ 改正後の第２条の規定は、令和元年１０月以後の利用者負担額について適用し、同月以前の利用

者負担額については、なお従前の例による。 

 （大和高田市基本時間外保育及び一時預かり事業の実施に関する規則の一部改正） 

第２条 大和高田市基本時間外保育及び一時預かり事業の実施に関する規則（平成１７年１月７日規

則第２号）の一部を次のように改正する。 

 第５条第２項中「別表第２」を「別表」に改める。 

 

規則第１２号 

大和高田市市民交流センター条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  令和元年９月３０日 

大和高田市長 堀内 大造   

   大和高田市市民交流センター条例施行規則の一部を改正する規則 

大和高田市市民交流センター条例施行規則の一部を改正する規則（平成２８年規則第２１号）の一

部を次のように改正する。 

 別表中 

 「 

附属設備等の名称 単位 １回当たりの使用料（単位：円） 

液晶プロジェクター １セット １，０００ 

ピアノ １台 ３，０００ 

マイク設備 １本 ５００ 

演台 １台 １００ 

」を 

 「 

附属設備等の名称 単位 １回当たりの使用料（単位：円） 

液晶プロジェクター １セット １，０１０ 

ピアノ １台 ３，０５０ 

マイク設備 １本 ５００ 

再生機器 １台 １，０１０ 

演台 １台 １００ 

 」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和元年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正後の大和高田市市民交流センター条例施行規則の規定は、この規則の施行の

日（以下「施行日」という。）以後に領収する使用料（施行日前に発した納入通知書により領収す

るものを除く。）について適用し、施行日前に領収する使用料及び施行日前に発した納入通知書に

より施行日以後に領収する使用料については、なお従前の例による。 
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訓令第５号 

大和高田市立病院放射線障害予防規程の全部を改正する訓令を次のように定める。 

  令和元年８月２６日  

大和高田市長 堀内 大造   

   大和高田市立病院放射線障害予防規程の全部を改正する訓令 

 大和高田市立病院放射線障害予防規程（平成２７年訓令第８号）の全部を改正する。 

（目的） 

第１条 この訓令は、放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律（昭和３２年法律第１

６７号。以下「法」という。）第２１条 に基づき、大和高田市立病院（以下「病院」という。）に

おける放射線発生装置（診療用高エネルギー放射線発生装置、診療用放射線照射装置その他放射線

を発生する設備及び機器等をいう。以下同じ。）の取扱い及び管理に関する事項を定め、放射線障

害の発生を防止し、あわせて公共の安全を確保することを目的とする。 

（適用範囲） 

第２条 この訓令は、放射線発生装置を設置している病院施設に立ち入る全ての者に適用する。 

（用語の定義） 

第３条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

（１） 放射線施設 放射線発生装置の使用施設及び保管廃棄設備をいう。 

（２） 放射化物 放射線発生装置から発生した放射線により生じた放射線を放出する同位元素に

よって汚染された物をいう。 

（安全管理体制） 

第４条 病院における放射線障害の発生の防止に関する体制は、別表のとおりとする。 

２ 病院長は、放射線障害の防止について総括する。 

（放射線安全委員会） 

第５条 放射線障害防止について必要な事項を企画審議するために、放射線安全委員会を置く。 

２ 放射線安全委員会の権限、職務、運営その他必要な事項については、放射線安全委員会規程に定

める。 

（放射線取扱主任者） 

第６条 病院長は、放射線障害発生の防止について総括的な監督を行わせるため、法第３５条第１項

の第一種放射線取扱主任者免状を有する者又は医師の中から放射線取扱主任者（以下「主任者」と

いう。）を選任しなければならない。 

２ 主任者は、次に掲げる事項を掌理する。 

（１） この訓令の制定改廃 

（２） 放射線障害防止上重要な計画の策定 

（３） 法令に基づく申請、届出及び報告の審査 

（４） 立入検査等の立会い 

（５） 異常及び事故の原因調査 

（６） 病院長に対する意見の具申 

（７） 放射線発生装置及び放射線施設の使用及び管理に関する監査 

（８） 放射線管理責任者等への助言、勧告及び指示 

（９） 放射線安全委員会の開催の要求 

（１０） 教育及び訓練の計画等に関する施策 

訓 令 
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（１１） 危険時の措置等に関する対策 

（１２） その他放射線障害防止について必要な事項 

３ 病院長は、主任者が旅行、疾病その他の事故によりその職務を行うことができない場合において

その期間中その職務を代理させるため、第一種放射線取扱主任者免状を有する者又は医師の中から

主任者の代理者（以下「代理者」という。）を選任しなければならない。 

４ 病院長は、前項の規定により代理者を選任したときは、原子力規制委員会にその旨を届け出なけ

ればならない。 

５ 主任者の権限、職務その他必要な事項については、放射線取扱主任者規程に定める。 

（放射線管理責任者） 

第７条 放射線管理責任者は、病院長が選任する。 

２ 放射線管理責任者は、病院長の指揮監督の下、次に掲げる事項を掌理する。 

（１） 放射線発生装置及び放射線施設の使用及び管理並びにそれらの記録に関すること。 

（２） 施設、設備等の巡視点検及び自主検査に関すること。 

（３） 設備、機器等の修理又は改造に関する実施計画の策定に関すること。 

（４） 放射化物の管理及び記録に関すること。 

（５） 主任者が指定する場所の放射線量の測定及び記録に関すること。 

（６） 放射線業務従事者の個人被ばく線量の測定及び記録に関すること。 

（７） 管理区域内の申請事項に係る施設の保持に関すること。 

（８） 教育及び訓練の実施に関すること。 

（９） 管理区域への人の出入りの管理に関すること。 

３ 放射線管理責任者の権限、職務その他必要な事項については、施設の管理に関する規程に定める。 

（放射線業務従事者） 

第８条 主任者は、放射線発生装置の使用及び管理業務に従事する者として、放射線管理責任者の申

請に基づき、病院長の同意を得た上で、放射線業務従事者を登録する。 

２ 放射線業務従事者の職務、遵守すべき事項その他必要な事項については、施設の管理に関する規

程によるものとする。 

（放射線施設の管理区域） 

第９条 病院長は、放射線障害防止のため、放射線障害のおそれのある場所を管理区域として指定す

る。 

（放射線施設の管理） 

第１０条 放射線施設の巡視点検、修理又は改造、自主検査、火災等の自然災害又は事故発生時の措

置その他の管理に必要な事項については、施設の管理に関する規程に定める。 

（放射化物の管理） 

第１１条 放射化物の保管、廃棄その他の管理に関することについては、放射化物の管理に関する規

程に定める。 

（放射線量及び個人被ばく線量の測定） 

第１２条 放射線管理責任者は、放射線量及び個人被ばく線量の測定に関する規程により、放射線障

害のおそれのある場所について放射線量の測定を行うとともに、放射線業務従事者に対して個人被

ばく線量の測定を行うものとする。 

（教育及び訓練） 

第１３条 放射線障害の発生を防止するために必要な教育及び訓練については、放射線発生装置の安

全取り扱いに関する教育訓練規程に定める。 

（健康診断） 

第１４条 病院長は、放射線業務従事者に対して次に掲げるところにより、健康診断を実施しなけれ

ばならない。 
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（１） 実施時期は、次のとおりとする。 

ア 放射線業務従事者として登録する前又は初めて管理区域に立ち入る前 

イ 管理区域に立ち入った後にあっては、１年を超えない期間ごと。 

（２） 健康診断は、問診及び検査又は検診とする。 

（３） 問診は、放射線の被ばく歴及び被ばくの状況について行うこと。 

（４） 検査又は検診は、次の部位及び項目について行うこと。ただし、次のアからウまでの部位

又は項目（初めて管理区域に立ち入る前の健康診断にあっては、ア及びイの部位又は項目を除

く。）については、医師が必要と認める場合に限る。 

ア 末梢血液中の血色素量又はヘマトクリット値、赤血球数、白血球数及び白血球百分率 

イ 皮膚 

ウ 眼 

２ 前項の規定にかかわらず、放射線業務従事者が実効線量限度又は等価線量限度を超えて放射線に

被ばくし、又は被ばくしたおそれのある場合には、遅滞なくその者につき健康診断を実施しなけれ

ばならない。 

３ 病院長は、次に掲げる項目について健康診断の結果を記録しなければならない。 

（１） 実施年月日 

（２） 対象者の氏名 

（３） 健康診断を実施した医師名 

（４） 健康診断の結果 

（５） 健康診断の結果に基づいて講じた措置 

４ 健康診断の結果は、病院長が永年保存するとともに、実施の都度対象者に対してその写しを交付

しなければならない。ただし、健康診断の結果の記録は、受診者が事業所の放射線業務従事者でな

くなった場合又は当該記録を５年以上保管した場合であってこれを原子力規制委員会が指定する

機関に引き渡したときは、破棄することができる。 

（補則） 

第１５条 この訓令に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

２ この訓令の改廃は、放射線安全委員会の協議を経なければならない。 

３ この訓令を改廃したときは、３０日以内に原子力規制委員会に届け出るものとする。 

   附 則 

 この訓令は、告示の日から施行する。ただし、この訓令の施行の日から令和元年８月３１日までの

間におけるこの訓令による改正後の第１条の規定の適用については、この規定中「放射性同位元素等

の規制に関する法律」とあるのは、「放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律」とする。 

 

別表（第４条関係） 
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訓令第６号 

大和高田市防犯等カメラシステムの設置、管理及び運用規程を次のように定める。 

  令和元年９月２０日 

大和高田市長 堀内 大造   

   大和高田市防犯等カメラシステムの設置、管理及び運用規程 

 （目的） 

第１条 この訓令は、市が設置する防犯等カメラシステムの適正な設置、管理及び運用に資するため、

当該防犯等カメラシステムを設置する者の遵守すべき事項を定め、もって当該防犯等カメラシステ

ムの有用性に配慮しつつ、市民等の権利利益を保護することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この訓令において「防犯等カメラシステム」とは、次の各号のいずれかの目的を達成するた

めに常設する防犯又は監視を目的としたカメラ（以下「防犯等カメラ」という。）、撮影した画像

を録画する装置及び撮影した画像を表示する装置等で構成されるものをいう。 

 （１） 市が管理する施設（交通安全施設を含む。以下同じ。）の稼動状況の確認 

 （２） 市が管理する施設の利用を妨げるおそれのある行為又は当該施設における事故の発生の抑

止又は発生時の事実関係の確認 

２ この訓令において「映像」とは、防犯等カメラシステムによって撮影し、及び記録した画像をい

う。 

 （基本原則） 

第３条 市は、防犯等カメラシステムの設置、管理及び運用に当たっては、市民等がみだりにその容

貌、姿態を撮影されない自由を有することに鑑み、防犯等カメラシステムの設置、管理及び運用に

関し適切な措置を講ずるものとする。 

 （管理運用責任者及び映像取扱者） 

第４条 防犯等カメラシステムの設置、管理及び運用を適正に行うため、防犯等カメラシステムの撮

影対象区域ごとに、管理運用責任者及び映像取扱者を置く。 

２ 管理運用責任者は、防犯等カメラシステムを管理する課（以下「所管課」という。）の長をもっ

て充てる。 

３ 映像取扱者は、所管課の職員のうちから管理運用責任者があらかじめ指名する。 

４ 映像取扱者は、管理運用責任者の指示に基づく場合を除き、映像を閲覧し、複製し、又は消去し

てはならない。 
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５ 管理運用責任者及び映像取扱者は、映像から知り得た情報を他に漏らし、又は不当な目的のため

に使用してはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

 （審議会への諮問及び届出） 

第５条 防犯等カメラシステムを設置しようとする課の長（設置する課と設置後において管理する課

が異なるときは、管理する課の長をいう。以下同じ。）は、当該防犯等カメラシステムを設置する

ことについて、大和高田市個人情報保護条例（平成１３年条例第２７号。以下「条例」という。）

第７条第３項第８号の規定により、大和高田市個人情報保護運営審議会の承認を得なければならな

い。 

２ 防犯等カメラシステムを設置しようとする課の長は、あらかじめ次に掲げる事項を防犯等カメラ

システム設置届（様式第１号）により、法務情報課長に届け出なければならない。 

 （１） 設置目的 

 （２） 管理運用責任者及び映像取扱者の職氏名 

 （３） 撮影対象区域 

 （４） 機器構成 

 （５） 防犯等カメラの設置場所及び設置に係る表示方法 

 （６） 映像の保管、消去その他セキュリティ対策に関すること。 

３ 前項の規定による届出をした者は、当該届出の内容を変更するとき又は防犯等カメラシステムを

撤去したときは、その旨を法務情報課長に書面により届け出なければならない。 

 （防犯等カメラシステムの設置） 

第６条 管理運用責任者は、防犯等カメラシステムの設置目的を達成するために効果的かつ最小限の

撮影範囲となる場所に防犯等カメラを設置するとともに、映像の漏えい、滅失、き損又は改ざんを

防止するため必要な措置を講じなければならない。 

２ 管理運用責任者は、防犯等カメラの設置場所に、標識等により防犯等カメラが作動している旨及

び管理者が市である旨を表示しなければならない。 

 （映像の利用及び提供） 

第７条 映像は、第５条の規定により届け出た設置目的の範囲内で利用し、又は提供するものとする。

ただし、条例第８条第１項ただし書の規定により利用するとき及び同条例第９条第１項ただし書の

規定により提供するときは、この限りでない。 

２ 映像取扱者は、映像を利用し、又は提供したときは、防犯等カメラシステム映像記録簿（様式第

２号）にその旨を記載し、管理運用責任者に報告しなければならない。 

３ 市長は、毎年１回、各管理運用責任者における映像の利用及び提供の状況を取りまとめ、条例第

３６条に規定する大和高田市個人情報保護運営審議会に報告するものとする。 

 （外部提供） 

第８条 管理運用責任者は、条例第９条第１項ただし書の規定により映像を提供するときは、提供を

受ける者に対して、次に掲げる事項を規定した同意書（様式第３号）の提出を求めなければならな

い。 

 （１） 映像を適正に管理すること。 

 （２） 映像の提供目的以外の利用及び第三者への提供を行わないこと。 

 （３） 映像を複製する場合にあっては、複製した日時、回数及び複製物の保存先を報告すること。 

 （４） 映像の提供目的を達成したときは、適切な処理方法により速やかに映像を廃棄するととも

に、廃棄した旨を報告すること。 

２ 前項の場合において、当該映像に提供目的を達成するために必要でない個人情報が記録されてい

るときは、管理運用責任者は、当該映像について個人が特定されないために必要な措置を講じなけ

ればならない。ただし、技術的な制約等により同項の措置を講ずることが困難な場合であって、当

該提供に相当の理由があり、かつ、当該提供によって本人又は本人以外の者の権利利益を不当に侵
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害するおそれがないと認められるときは、この限りでない。 

 （映像の保管期間） 

第９条 映像の保管期間は、１４日間を基準として、防犯等カメラシステムの設置目的及び設置場所

を考慮して管理運用責任者が定めるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、管理運用責任者は、前条の規定により映像を提供したときは、当該提

供した映像（前条第２項の規定により個人が特定されないための措置を講じたときは、当該措置を

講じる前の映像）を電磁的記録媒体に複製し、当該期間を延長して保管するものとする。この場合

において、管理運用責任者は、施錠できる場所で当該電磁的記録媒体を保管しなければならない。 

 （映像の消去） 

第１０条 映像の消去は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に掲げる方法により行うものとす

る。 

 （１） 前条第１項の保管期間を満了した場合 新たな映像の上書き又は初期化 

 （２） 前条第２項の規定により保管期間を延長した場合 複製した映像を記録している電磁的記

録媒体の物理的破壊 

（指定管理者等への措置） 

第１１条 管理運用責任者は、市の施設における防犯等カメラシステムの管理及び運用に関する事務

の全部又は一部を市の施設に係る指定管理者又は管理業務受託者に行わせるときは、この訓令の趣

旨を理解させるとともに、協定、委託契約等により個人情報の保護に関する措置を講じさせなけれ

ばならない。この場合において、管理運用責任者が必要と認めるときは、市の施設を実地に調査し、

又は防犯等カメラシステムの管理及び運用の状況について指定管理者又は管理業務受託者に報告

を求め、若しくは必要な指示を行うものとする。 

 （苦情の処理） 

第１２条 管理運用責任者は、防犯等カメラシステムに関する苦情があったときは、速やかに対応し、

適切な措置を講じなければならない。 

 （補則） 

第１３条 この訓令に定めるもののほか、防犯等カメラシステムの設置、管理及び運用に関し必要な

事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この訓令は、令和元年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この訓令の施行の際現に防犯等カメラシステムを管理している課の長は、この訓令の施行の日か

ら起算して１月以内に第５条第２項の届出をしなければならない。 

３ 第４条及び第６条から第１２条までの規定は、前項の規定により届出のあった防犯等カメラシス

テムについて適用する。 

 

様式第１号（第５条関係） 

年  月  日 

防犯等カメラシステム設置届 

 法務情報課長  殿 

届出者         
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設 置 目 的  

管理運用責任者の職氏名  

映像取扱者の職氏名  

撮 影 対 象 区 域  

機 器 構 成 

防犯等カメラ：         台 

画像を録画する装置：      台 

画像を表示する装置：      台 

その他：（            ） 

防 犯 等 カ メ ラ 

設 置 の 表 示 方 法 
 

セ

キ

ュ

リ

テ

ィ

対

策 

保 管 期 間  

電磁的記録媒体 

の 保 管 場 所 
 

そ の 他 の 

措 置 
 

※ 防犯等カメラの設置場所及び撮影方向並びに防犯等カメラを設置している旨の表示場所を記載

した図面を添付すること。 

 

様式第２号（第７条関係） 

防犯等カメラシステム映像記録簿 

利用する日時 年  月  日（ ） 

利用する理由及び区分 

理由 

 

 

区分  設置目的の（範囲内の利用・範囲外の利用） 

防犯等カメラの位置 
※複数の場合は、カメラ番号を付記

すること 

 

利用又は

提供する映

像 

記録日時 ① 
    年  月  日（ ）  時  分から 

    年  月  日（ ）  時  分まで 

カメラ番号 
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② 
    年  月  日（ ）  時  分から 

    年  月  日（ ）  時  分まで 
カメラ番号 

 

③ 
    年  月  日（ ）  時  分から 

    年  月  日（ ）  時  分まで 
カメラ番号 

 

④ 
    年  月  日（ ）  時  分から 

    年  月  日（ ）  時  分まで 
カメラ番号 

 

特記事項 

 

提供する理由及び区分 

理由 

 

 

 

区分  設置目的の（範囲内の提供・範囲外の提供） 

提供先 

機関・所属名 

 

職・氏名 
 

連 絡 先 
 

記入者（映像取扱者） 
 

 

様式第３号（第８条関係） 

年  月  日 

大和高田市長  殿 

 

                   所在地 

                   名称 

                   代表者又は責任者の氏名 

                   電話番号 

 

同意書 

 

防犯等カメラシステムの設置、管理及び運用規程第８条第１項の規定による提供を受けるに当た

り、下記の事項を遵守します。 

 

記 

 

１ 映像を適正に管理すること。 

２ 映像の提供目的外の利用及び第三者への提供を行わないこと。 

３ 映像を複製する場合にあっては、複製した日時、回数及び複製物の保存先を報告すること。 

４ 映像の提供目的を達成したときは、適切な処理方法により速やかに映像を廃棄するとともに、廃

棄した旨を報告すること。 
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告示第４７号 

大和高田市プレミアム付商品券事業実施要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  令和元年７月３１日  

大和高田市長 堀内 大造   

   大和高田市プレミアム付商品券事業実施要綱の一部を改正する告示 

 大和高田市プレミアム付商品券事業実施要綱（令和元年告示第３１号）の一部を次のように改正す

る。 

 様式第１号を次のように改める。 

様式第１号（第２条関係） 

告 示 
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（大和高田市使用欄）

印

（購入時の注意事項）

（市域外転出者の方へ）

【購入確認欄】

購入引換場所

大和高田市長　

大和高田市プレミアム付商品券購入引換券

　　※　購入引換券交付後、購入対象者要件に該当しないことが明らかとなった場合には、本購入引換券を返還いただきます。

購入回数 ５回　※一度の購入で複数回分購入可能

　この購入引換券は、再発行できませんので、大切に保管してください。
　身分証明書（免許証、健康保険証、社員証、学生証等）、郵便物など商品券購入窓口来訪者の氏名・住所を確認できるもの
をお持ちください。
　また、ご家族が同一世帯の他のご家族の購入引換券により商品券を購入することができます。その際には商品券購入窓口
で、ご家族との続柄を申し出てください。代理人・使者等が商品券を購入することもできます。この場合は、被代理人等の購入
引換券を提示の上、被代理人等との関係を申し出てください。なお、例えば、代理人等が複数枚以上の購入引換券を持ち込
まれた場合には、代理関係等を示す資料の提示、被代理人等への電話確認などにより代理関係等を詳しく確認させていただ
く場合があります。
　商品券購入の際は、お釣りの出ないようご準備ください。

購入者氏名

購入者住所

　本購入引換券は、以下の購入確認欄の未押印欄数に応じ、お住まいの市町村のプレミアム付商品券購入引換券と交換で
きます（例えば、転出前に確認印が２つ押されていた場合には、転入先では同じく確認印が２つ押された転入先の購入引換券
と交換できます。この場合、転入先では購入単位３つ分、商品券が購入可能です。）。また、交換時の注意事項は上の「購入
時の注意事項」と同様です。

購入単位 ４０００円　（商品券使用可能額 ５０００円）

市の定める方法以外の方法による購入確認欄の訂正は無効です。

国補助分 再発行不可

複写禁止

 

   附 則 

 この告示は、告示の日から施行する。 
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告示第５８号 

大和高田市自転車等の安全利用に関する条例（平成５年条例第１９号）第９条及び第９条の２第２

項の規定により放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管したので、同条例第１０条第１項

の規定により告示します。 

令和元年９月２日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 移動理由 

自転車等放置禁止区域内及び放置禁止区域外の公共の場所に放置されていたため 

２ 移動年月日、移動対象区域、移動自転車等の数量 

（１） 放置禁止区域 

移動年月日 

近鉄大和高田
駅･ＪＲ高田駅
周辺 

近鉄高田市

駅周辺 

近鉄松塚駅

周辺 

近鉄浮孔駅

周辺 

近鉄築山駅

周辺 

自転車 

原動機

付自転

車 

自転車 

原動機

付自転

車 

自転車 

原動機

付自転

車 

自転車 

原動機

付自転

車 

自転車 

原動機

付自転

車 

令和元年８月１日     ３      

令和元年８月２日     １      

令和元年８月５日 １          

令和元年８月９日 １          

令和元年８月２０日 ２          

令和元年８月２３日       １    

令和元年８月２８日 １          

（２） 放置禁止区域外の公共の場所 

移動年月日 場所の区分 地区 自転車 

原動機

付自転

車 

令和元年８月２８日 道路 大和高田幸町地内 １  

３ 保管場所 

大和高田市曽大根１丁目高田バイパス高架下 

大和高田市高架下自転車保管所 

４ 引取期間 

告示日から６０日間。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く。 

５ 引取時間 

午前９時から正午までと午後１時から午後４時まで 

６ 引取りのための必要事項 

（１） 印鑑、自転車等の鍵並びに住所及び氏名を確認できるもの（学生証、運転免許証、保険証

等）を持参すること。 

（２） 次のとおり移動及び保管に要した費用を徴収する。 

ア 移動費 ２，０００円 

イ 保管費 移動日から１４日以内は無料。ただし、無料期間を経過した日以降は、大和高田市

の休日を定める条例第１条第１項各号に掲げる市の休日を除き、１日当たり５０円を

徴収する。総額は、１，０００円を限度とする。 

７ 連絡先 

大和高田市役所 生活安全課 電話０７４５－２２－１１０１代表 
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告示第５９号 

 差押調書を郵便により送達しましたが、その送達を受けるべき者の住所等が不明であるため、送達

できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２第１項の規定により、次のとお

り公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は財務部収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があ

ればいつでも交付します。 

令和元年９月２日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ この通知の発送年月日 

令和元年８月２３日  

２ 送達を受けるべき者 

  省略（市役所前掲示場掲示済み） 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに書類の送達があったものとみなされます。 

 

告示第６０号 

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第８条の規定により、次の者を職権により消除したの

で、住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令２９２号）第１２条第４項の規定により告示する。 

なお、この処分に不服のある者は、処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に、

大和高田市長に対し審査請求をすることができる。 

  令和元年９月６日 

大和高田市長 堀内 大造   

記 

１．職権消除日     令和元年９月３日 

２．職権消除される者  省略（市役所前掲示場掲示済み） 

 

 

告示第６１号 

 令和元年度市民税・県民税変更通知書を郵便により送達しましたが、その送達を受けるべき者の住

所等が不明であるため送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規

定により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は、財務部税務課市民税係で保管し、送達を受けるべき者から交付の申

出があればいつでも交付します。 

  令和元年９月１０日 

大和高田市長 堀内 大造   

１．納税通知書の発送年月日 

令和元年８月２３日 

２．送達を受けるべき者 

  省略（市役所前掲示場掲示済み） 

（注） 地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過した

ときに書類の送達があったものとみなされます。 

 

告示第６２号 

大和高田市軽自動車税の環境性能割の減免対象に関する告示を次のように定める。 

  令和元年９月１１日  
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大和高田市長 堀内 大造   

   大和高田市軽自動車税の環境性能割の減免対象に関する告示 

 大和高田市賦課徴収条例（昭和２６年大和高田市条例第１１号）附則第１５条の４の規定に基づき、

県知事が自動車税の環境性能割を減免する自動車に相当するものとして市長が定める３輪以上の軽自

動車は、奈良県税条例（昭和２５年９月奈良県条例第３４号）第５６条の１３に規定する自動車に相

当する３輪以上の軽自動車とする。 

   附 則 

 この告示は、令和元年１０月１日から施行する。

 

告示第６３号 

大和高田市農業次世代人材投資事業実施要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  令和元年９月１１日  

大和高田市長 堀内 大造   

   大和高田市農業次世代人材投資事業実施要綱の一部を改正する告示 

 大和高田市農業次世代人材投資事業実施要綱（平成２７年告示第１０５号）の一部を次のように改

正する。 

 第１条中「経営の不安定な就農初期段階の青年就農者の所得確保及び経営安定化を図るため」を「次

世代を担う農業者となることを志向する者に対し、就農後の経営確立及び経営発展に資するため」に

改める。 

 第４条第２項中「その内容が適当であると認めたときは、農業次世代人材投資資金」を「その内容

を審査し、承認の適否について農業次世代人材投資資金」に改める。 

 第７条第３項を削る。 

 第１５条を第１６条とし、第１２条から第１４条までを１条ずつ繰り下げる。 

 第１１条第１項中「前条の中間評価で実施要綱に定める」を「前条の規定による中間評価において」

に改め、同条第３項中「その内容が適当と認めたときは」を「その内容を審査し、交付適格者のさら

なる経営発展につながる取組であると認めるときは、これを承認し」に、「農業次世代人材投資資金（経

営発展支援金）交付決定及び額の確定通知」を「農業次世代人材投資資金（経営発展支援金）交付決

定通知」に改め、同条第７項中「実施要綱に定める経営発展支援金実績報告書を市長に提出するもの

とする」を「次に掲げる書類を市長に提出して支援金の実績報告を行わなければならない」に改め、

同項に次の２号を加える。 

 （１） 実施要綱に定める経営発展支援金実績報告書 

 （２） その他市長が必要と認める書類 

第１１条中第７項を第８項とし、第６項を第７項とし、第５項の次に次の１項を加える。 

６ 支援金の交付額は、第３項の規定により承認された額のうち他の助成措置等による助成額を除い

た額とし、交付適格者が交付３年目に資金の交付を受けた場合における交付額の２倍又は１５０万

円のいずれか低い額以内の額とする。 

第１１条に次の２項を加え、同条を第１２条とする。 

９ 市長は、前項の実績報告書の提出があったときは、その内容を審査し、適当であると認めたとき

は、これを承認し、交付すべき支援金の額を確定し、農業次世代人材投資資金（経営発展支援金）

確定通知書（様式第６号）により、支援金の交付を受けた者に通知するとともに、精算を行う。 

１０ 市長は、前条の規定により支援金の額の確定をした場合において、既にその額を超える支援金

が交付されているときは、支援金の交付を受けた者に対し、農業次世代人材投資資金（経営発展支

援金）返還命令書（精算）（様式第７号）により、期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

 第１０条第２項を次のように改める。 

２ 前項の中間評価は、就農状況報告、決算書等の関係書類及び現地確認の状況等を参考にしながら、
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別に定める評価項目及び評価基準に照らし、原則として面接により行うものとする。 

 第１０条に次の３項を加え、同条を第１１条とする。 

３ 評価区分は、Ａ評価（良好）、Ｂ評価（やや不良）及びＣ評価（不良）の３段階とし、評価会の評

価結果を受け、市長が決定する。 

４ 中間評価結果の取扱いについては、次に掲げるとおりとする。 

（１） Ａ評価（良好） 引き続き資金の交付を継続する。 

（２） Ｂ評価（やや不良） サポートチームを中心とした重点指導の対象者として認定し、１年

間の重点指導を行った上で、再度、中間評価に準じた評価を行うものとする。 

（３） Ｃ評価（不良） 資金の交付を中止する。 

５ 中間評価に準じた評価の取扱いについては、第２項から前項の規定を準用する。ただし、中間評

価に準じた評価の結果、Ａ評価（良好）を受けた交付適格者については、経営発展支援金の交付は

受けられないものとし、Ｂ評価（やや不良）を受けた交付適格者については、再度の中間評価に準

じた評価は行わないものとする。 

 第９条の次に次の１条を加える。 

（サポート体制の整備） 

第１０条 市長は、交付適格者の「経営・技術」、「営農資金」、「農地」の各課題に対応できるよう、

奈良県中部農林振興事務所、奈良県農業協同組合、農業委員会等の関係機関に所属する者で構成す

るサポート体制を構築するとともに、交付適格者ごとに、当該各課題に対応した専属の担当者を選

任し、サポートチーム（以下「サポートチーム」という。）を編成することにより、当該各課題の

相談先を明確にするものとする。 

２ サポートチームは、原則として１０月及び４月の年２回､交付適格者を訪問し、経営状況の把握及

び課題の相談に対応し、実施要綱に規定するサポートチーム活動記録を取りまとめるものとする。 

 様式第４号及び様式第５号を次のように改める。 

様式第４号（第１２条関係） 

大和高田指令（ ）第  号 

 年  月  日 

 様 

 

大和高田市長    印   

 

農業次世代人材投資資金（経営発展支援金）交付決定通知書 

 

 

   年  月  日付けで交付申請のあった農業次世代人材投資資金（経営発展支援金）について、

下記のとおり決定したので通知します。 

なお、  年 月 日までに農業次世代人材投資資金（経営発展支援金）請求書（様式第５号）を

提出してください。 

 

 

記 

 

 

交付申請額  金             円 

交付決定額  金             円 
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様式第５号（第１２条関係） 

    年  月  日 

 

農業次世代人材投資資金（経営発展支援金）請求書 

 

大和高田市長 殿 

 

                        住 所         

氏 名          印   

 

 下記のとおり支援金を交付されたく請求します。 

 

記 

 

交付請求額   金                円 

交付決定額   金                円 

 

 

  ただし、   年  月  日付け   第  号で決定の通知があった農業次世代人材投資資金

（経営発展支援金） 

 

 

様式第５号の次に次の２様式を加える。 

様式第６号（第１２条関係） 

第     号 

 年  月  日 

 様 

 

大和高田市長    印   

 

農業次世代人材投資資金（経営発展支援金）確定通知書 

 

      年  月  日付けで実績報告のあった農業次世代人材投資資金（経営発展支援金）に

ついて、額を確定したので下記のとおり通知します。 

 

記 

 

 

交付確定額  金             円 

 

 

様式第７号（第１２条関係） 

第     号 

 年  月  日 
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 様 

 

大和高田市長    印   

 

農業次世代人材投資事業（経営発展支援金）返還命令書（精算） 

 

    年  月  日付け大和高田指令（ ）第  号により交付決定しました大和高田市農業次

世代人材投資事業（経営発展支援金）について、下記のとおり返還を命じます 

 

記 

 

 

 １ 返 還 金 額    金         円 

   既交付金額    金         円 

   交付確定金額    金         円 

 ２ 返 還 期 限        年  月  日まで 

 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、告示の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この告示の施行の際現にこの告示による改正前の大和高田市農業次世代人材投資事業実施要綱

（以下「旧要綱」という。）の規定により資金の交付を受けている者は、この告示による改正後の

大和高田市農業次世代人材投資事業実施要綱（以下「新要綱」という。）に基づき資金の交付を受

けた者とみなす。 

３ 改正後の第１１条及び第１２条の規定は、この告示の施行の日以後に新要綱に基づき交付承認を

受けた者について適用し、同日前に旧要綱に基づき交付承認を受けた者についてはなお従前の例に

よる。 

 

告示第６４号 

令和元年度国民健康保険税納税通知書を郵便により送達しましたが、その送達を受けるべき者の住

所等が不明であるため、送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の

規定により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は保険医療課国保係で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があ

ればいつでも交付します。 

  令和元年９月１３日 

大和高田市長 堀内 大造   

１．この納入通知書の発送年月日 

    令和元年７月８日 

２．送達を受けるべき者 

  省略（市役所前掲示場掲示済み） 
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（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに書類の送達があったものとみなされます。 

 

告示第６５号 

 差押調書を郵便により送達しましたが、その送達を受けるべき者の住所等が不明であるため、送達

できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２第１項の規定により、次のとお

り公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は財務部収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があ

ればいつでも交付します。 

令和元年９月１８日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ この通知の発送年月日 

令和元年９月２日 省略（市役所前掲示場掲示済み） 

  令和元年８月３０日 省略（市役所前掲示場掲示済み） 

２ 送達を受けるべき者 

  省略（市役所前掲示場掲示済み） 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに書類の送達があったものとみなされます。

 

告示第６６号 

 令和元年度固定資産税第２期の督促状を郵便により送達しましたが、その送達を受けるべき者の住

所等が不明であるため、送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２第

１項の規定により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は財務部収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があ

ればいつでも交付します。 

令和元年９月１８日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ この通知の発送年月日 

令和元年度固定資産税第２期 令和元年８月２３日 

２ 送達を受けるべき者 

  省略（市役所前掲示場掲示済み） 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに書類の送達があったものとみなされます。 

 

告示第６７号 

 令和元年度軽自動車税全期の督促状を郵便により送達しましたが、その送達を受けるべき者の住所

等が不明であるため、送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２第１

項の規定により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は財務部収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があ

ればいつでも交付します。 

令和元年９月１８日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ この通知の発送年月日 

令和元年度軽自動車税全期 令和元年６月２８日 

２ 送達を受けるべき者 
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  省略（市役所前掲示場掲示済み） 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに書類の送達があったものとみなされます。 

 

告示第６８号 

 令和元年度市県民税第１期の督促状を郵便により送達しましたが、その送達を受けるべき者の住所

等が不明であるため、送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２第１

項の規定により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は財務部収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があ

ればいつでも交付します。 

令和元年９月１８日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ この通知の発送年月日 

令和元年度 市県民税第１期 令和元年７月２５日 

２ 送達を受けるべき者 

  省略（市役所前掲示場掲示済み） 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに書類の送達があったものとみなされます。

 

告示第６９号 

 令和元年度国民健康保険税第１期の督促状を郵便により送達しましたが、その送達を受けるべき者

の住所等が不明であるため、送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の

２第１項の規定により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は財務部収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があ

ればいつでも交付します。 

令和元年９月１８日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ この通知の発送年月日 

令和元年度国民健康保険税第１期 令和元年８月２２日 

２ 送達を受けるべき者 

  省略（市役所前掲示場掲示済み） 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに書類の送達があったものとみなされます。 

 

告示第７０号   

 大和高田市自転車等の安全利用に関する条例（平成５年条例第１９号）第１０条第３項の規定によ

り利用者又は所有者からの引取りのない自転車等を次のとおり処分しますので、大和高田市自転車等

の安全利用に関する条例施行規則（平成５年規則第３３号）第５条の規定により告示します。 

  令和元年９月１８日 

大和高田市長 堀内 大造   

１．処分の根拠 

  移動日から６０日経過したにもかかわらず、引取りがないため 

２．処分対象自転車等の保管場所 

  大和高田市曽大根１丁目高田バイパス高架下 

  大和高田市高架下自転車保管所 
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３．処分年月日 

  令和元年１２月１日 

４．処分対象自転車等の移動年月日 

  令和元年６月１日から令和元年６月３１日までの間

 

告示第７１号 

 令和元年９月議会において成立した次の予算の要領を地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第２１

９条第２項の規定により公表します。 

  令和元年９月１９日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 令和元年度大和高田市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号） 

２ 令和元年度大和高田市国民健康保険天満診療所特別会計補正予算（第１号） 

３ 令和元年度大和高田市介護保険事業特別会計補正予算（第２号） 

４ 令和元年度大和高田市後期高齢者医療保険事業特別会計補正予算（第１号） 

５ 令和元年度大和高田市病院事業会計補正予算（第１号） 

 

令和元年度大和高田市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号） 

令和元年度大和高田市の国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２１０，０００千円を追加し、歳入歳出予算の総額

を歳入歳出それぞれ７，７０３，８００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額

は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

第１表 歳入歳出予算補正 

（歳入）                                  （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

10.繰越金  
8,868 210,000 218,868 

1.繰越金 8,868 210,000 218,868 

補正されなかった科目に係る額 7,484,932 0 7,484,932 

歳  入  合  計 7,493,800 210,000 7,703,800 

 
 

（歳出）                                   （単位：千円） 
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款 項 補正前の額 補 正 額 計 

9.基金積立金  
120 210,000 210,120 

1.基金積立金 120 210,000 210,120 

補正されなかった科目に係る額 7,493,680 0 7,493,680 

歳  出  合  計 7,493,800 210,000 7,703,800 

 
 

令和元年度大和高田市国民健康保険天満診療所特別会計補正予算（第１号） 

令和元年度大和高田市の国民健康保険天満診療所特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４，３６０千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳

入歳出それぞれ１３２，３６０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額

は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

第１表 歳入歳出予算補正 

（歳入）                                  （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

4.繰入金  
10,240 4,360 14,600 

1.基金繰入金 9,990 4,360 14,350 

補正されなかった科目に係る額 117,760 0 117,760 

歳  入  合  計 128,000 4,360 132,360 

 
 

 

（歳出）                                   （単位：千円） 



令和元年１０月１０日（木） 大 和 高 田 市 公 報 第３６９号 

 54 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

1.総務費  
62,416 4,360 66,776 

1.施設管理費 62,177 4,360 66,537 

補正されなかった科目に係る額 65,584 0 65,584 

歳  出  合  計 128,000 4,360 132,360 

 
 

令和元年度大和高田市介護保険事業特別会計補正予算（第２号） 

令和元年度大和高田市の介護保険事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１５９，６９２千円を追加し、歳入歳出予算の総額

を歳入歳出それぞれ６，８２７，３７０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

第１表 歳入歳出予算補正 

（歳入）                                  （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

8.繰越金  
0 158,455 158,455 

1.繰越金 0 158,455 158,455 

9.諸収入  
56,186 1,237 57,423 

3.雑入 56,116 1,237 57,353 

補正されなかった科目に係る額 6,611,492 0 6,611,492 

歳  入  合  計 6,667,678 159,692 6,827,370 

 

「第８款 繰越金」を新設する。 

 

（歳出）                                   （単位：千円） 
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款 項 補正前の額 補 正 額 計 

5.基金積立金  
34,539 111,109 145,648 

1.基金積立金 34,539 111,109 145,648 

7.諸支出金  
2,356 48,583 50,939 

1.償還

金及

び還

付加

算金 2,356 48,583 50,939 

補正されなかった科目に係る額 6,630,783 0 6,630,783 

歳  出  合  計 6,667,678 159,692 6,827,370 

 
 

令和元年度大和高田市後期高齢者医療保険事業特別会計補正予算（第１号） 

令和元年度大和高田市の後期高齢者医療保険事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２，７３２千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳

入歳出それぞれ８５８，０３２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

第１表 歳入歳出予算補正 

（歳入）                                  （単位：千円） 
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款 項 補正前の額 補 正 額 計 

4.繰越金  
0 2,732 2,732 

1.繰越金 0 2,732 2,732 

補正されなかった科目に係る額 855,300 0 855,300 

歳  入  合  計 855,300 2,732 858,032 

 
 

（歳出）                                   （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

2.後期高齢者医療

広域連合負担金 

 
806,863 2,732 809,595 

1.後期高齢者医療

広域連合負担金 806,863 2,732 809,595 

補正されなかった科目に係る額 48,437 0 48,437 

歳  出  合  計 855,300 2,732 858,032 
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告示第７２号 

大和高田市公共施設等防犯カメラ設置要綱を廃止する告示を次のように定める。 

  令和元年９月２０日  

大和高田市長 堀内 大造   

   大和高田市公共施設等防犯カメラ設置要綱を廃止する告示 

 大和高田市公共施設等防犯カメラ設置要綱（平成２５年告示第２２号）は、廃止する。 

   附 則 

 この告示は、令和元年１０月１日から施行する。

告示第７３号 

介護保険法第７８条の５第２項の規定により、指定地域密着型サービスの事業の廃止の届出があり

ましたので、同法第７８条の１１の規定により告示します。 



令和元年１０月１０日（木） 大 和 高 田 市 公 報 第３６９号 

 58 

令和元年９月２５日 

大和高田市長 堀内 大造   

１．介護保険事業所番号 

  ２９７０２００７７６ 

２．事業者の名称 

  特定非営利法人 生活支援センターもちつもたれつ 

３．事業所の名称及び所在地 

デイサービスまめのき 

  大和高田市内本町６番１８号 

４．サービスの種類 

  地域密着型通所介護 

５．廃止年月日 

  令和元年９月３０日 

告示第７４号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令和元年９月２７日付け

で専決処分した予算の要領は次のとおりです。 

  令和元年９月２７日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 令和元年度大和高田市一般会計補正予算（第３号） 

 

令和元年度大和高田市一般会計補正予算（第３号） 

令和元年度大和高田市の一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２６４千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳

出それぞれ２６，８７６，８６４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額

は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

第１表 歳入歳出予算補正 

（歳入）                                  （単位：千円） 
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（歳出）                                   （単位：千円） 

 

 

告示第７５号 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項に規定により、収納事務を委託し

たので、大和高田市会計規則（平成１１年規則第５９号）第１７条の３の規定により告示する。 

  令和元年９月３０日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 委託を受けた者の名称及び所在地 

   名称 所在地 

株式会社さとふる 東京都中央区京橋二丁目２番１号 

２ 委託した収納事務 

  ふるさと大和高田応援寄附金（インターネットを利用して納付するものに限る。） 

３ 委託期間 

  令和元年１０月１日から令和２年３月３１日まで
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告示第７６号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３１条の２第６項に規定する指定代理納付者を指定し

たので、大和高田市会計規則（平成１１年規則第５９号）第１３条第２項の規定により告示する。 

  令和元年９月３０日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 指定代理納付者の名称及び所在地 

   名称 所在地 

ソフトバンク・ペイメント・サービス株式

会社 

東京都港区新橋１丁目９番２号 

２ 指定代理納付者に代理納付させる歳入の種類 

  ふるさと大和高田応援寄附金（インターネットを利用して納付するものに限る。） 

３ 指定代理納付者に歳入を代理納付させる期間 

  令和元年１０月１日から令和２年３月３１日まで

 

告示第８０号 

 差押調書を郵便により送達しましたが、その送達を受けるべき者の住所等が不明であるため、送達

できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２第１項の規定により、次のとお

り公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は財務部収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があ

ればいつでも交付します。 

令和元年９月３０日 

                   大和高田市長 堀内 大造   

１ この通知の発送年月日 

令和元年９月５日  

  令和元年９月１１日 

  令和元年９月１１日 

２ 送達を受けるべき者 

  省略（市役所前掲示場掲示済み） 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに書類の送達があったものとみなされます。 

 

 

 

公告第６０号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札（簡易事後審査型）を行いますので、地方自治法施行令（昭和２

２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条

の規定に基づき公告します。 

令和元年９月３日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 工事名 奥田井堰改修工事 

２ 工事場所 葛城市 新村 地内 

３ 工事期間 契約締結日から令和２年３月３１日（火）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

公 告 
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５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の鋼構造物

工事（水門）又は機械器具設置工事に登録している者であること。 

（２）平成２１年４月１日以降において、元請けで官公庁発注のゴム

引布製起伏堰上部工の施工実績を有する者であること。 

（３）鋼構造物工事又は機械器具設置工事に関する資格を有する監理

技術者（契約締結時点において継続して３ヶ月以上の雇用関係にあ

り、監理技術者講習を５年以内に受講した者）を当該工事に専任で

配置できる者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

  ① 一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式） 

  ② ５（２）にかかるゴム引布製起伏堰上部工の施工実績を証明

できるもの（契約書の写し等） 

  ③ 暴力団排除に関する誓約書（指定様式） 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡

しします。） 

（４）受付期間 

令和元年９月４日（水）から令和元年９月１３日（金）まで。た

だし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内。ただし、土曜日、日曜日及び祝日

を除きます。 
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（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望

者には入札説明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧等の期間 

令和元年９月４日（水）から令和元年９月１８日（水）まで。た

だし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（２）閲覧等の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）閲覧等の場所 

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和元年１０月３日（木）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和元年１０月４日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和元年１０月８日（火）。入札執行日の前日であるため、この日

の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和元年１０月９日（水）午前１０時 

（２）場所 
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大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日契約監理室において一般の閲覧に

供するとともに、大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札候補者の決定 落札候補者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において入

札を行った者とし、低価を示した者を優先します。 

１６ 事後審査 落札候補者の優先順位により５（３）に係る確認審査を実施します。 

（１）審査日時 

契約監理室から対象者に対して電話連絡いたします。 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

１７ 落札者の決定 事後審査の結果、適格者であると判断した者を落札者とします。 

１８ 契約保証金 大和高田市契約規則第３０条の規定に基づき徴収するものとします。 

１９ 最低制限比較価格 ￥４３，３４０，０００－（消費税等抜き） 

２０ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

２１ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２２ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第６１号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和元年９月３日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 業務名 大和高田市総合ハザードマップ作成業務委託 

２ 履行場所 大和高田市 全域 

３ 履行期間 契約締結日から令和２年３月３１日（火）まで 

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の土木関係

建設コンサルタント業務（河川・砂防及び海岸・海洋部門）に登録

している者であること。 

（２）平成２６年４月１日以降においてハザードマップ作成業務の実

績を有し、技術士（建設部門：河川・砂防及び海岸・海洋）又は RCCM

（河川・砂防及び海岸・海洋）の資格を有する者を管理技術者とし

て配置できる者であること。 

（３）技術者（建設部門：河川・砂防及び海岸・海洋）かつ空間情報
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総括管理技術者の資格を有する者を照査技術者として配置できる者

であること。（※（２）における管理技術者は（３）における照査技

術者を兼ねることができない。） 

（４）次のいずれかの資格を認証取得している者であること。 

  ア 情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）【ＩＳＯ

／ＩＥＣ２７００１（ＪＩＳＱ２７００１）】 

  イ プライバシーマーク【ＪＩＳＱ１５００１】 

（５）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（７）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（８）（５）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり必要書類

（以下｢申請書等」という。）を提出し、競争入札参加資格についての

確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出し

ない者又は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者

は、競争入札に参加することができません。 

（１）様式については、大和高田市ホームページの「入札･契約情報」

欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、契約監理室にも備え

付けています。 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

① 一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式） 

② ５の（２）に掲げる配置予定の管理技術者の平成２６年４月

１日以降における実績を証明できるもの（テクリス技術者情報

の印刷等） 

③ ５の（２）に掲げる配置予定の管理技術者の資格者証の写し 

④ ５の（３）に掲げる配置予定の照査技術者の資格者証の写し 

⑤ プライバシーマーク【ＪＩＳＱ１５００１】又は情報セキュ

リティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）【ＩＳＯ／ＩＥＣ２７

００１（ＪＩＳＱ２７００１）】の認定取得を証する書類の写し 

⑥ 暴力団排除に関する誓約書（指定様式） 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。 

（４）受付期間 

令和元年９月４日（水）から令和元年９月１３日（金）まで。た

だし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 
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提出期限の翌日より３日以内。ただし、土曜日、日曜日及び祝日

を除きます。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書）

の配布 

入札説明書（仕様書）の配布は、次のとおり行います。 

（１）配布の期間 

令和元年９月４日（水）から令和元年９月１３日（金）まで。た

だし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）配布の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）配布の場所 

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和元年９月２５日（水）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和元年９月２６日（木）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和元年９月３０日（月）。入札執行日の前日であるため、この日

の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和元年１０月１日（火）午前１０時 
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（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日大和高田市ホームページで公表し

ます。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ 最低制限比較価格 ￥５，２５０，０００－（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第６２号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和元年９月４日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 件  名 令和元年度自動車騒音常時監視面的評価業務委託 

２ 履行期間 契約締結日から令和２年３月１０日（火）まで 

３ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

４ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て

満たしているものとします。 

（１）大和高田市物品購入等競争入札参加資格者登録名簿の役務提供

（調査業務）又は大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名

簿の（測量・コンサルタント等）に登録している者であること。 

（２）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（４）平成２６年４月１日以降で、元請けで官公庁発注の自動車騒音

に係る調査業務等の履行実績を有する者であること。 

（５）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（６）（２）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置
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要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

５ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）及び下記必要書類

を提出し、競争入札参加資格についての確認を受けなければなりませ

ん。また、期限までに申請書等を提出しない者又は入札日において競

争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加することが

できません。 

（１）申請書は、本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札･契約情報」欄に掲載（ダウンロー

ド可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、４（４）の要件を満たすことを証するもの（該

当調査業務等に係る契約書等）の写しと４（６）に係る暴力団排除

に関する誓約書を（１）の申請書と同時に提出してください。暴力

団排除に関する誓約書は、本市指定様式によるものとし、様式につ

いては、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームページに掲載して

います。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付ません。 

（４）受付期間 

令和元年９月４日（水）から令和元年９月１７日（火）まで。た

だし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）提出場所 

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

６ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日から３日以内。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

７ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答

票によりＦＡＸで、次のとおり行います。 

（１）受付期限 

令和元年９月２５日（水）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和元年９月２６日（木）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

８ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和元年９月３０日（月）。入札執行日の前日であるため、この日

の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 
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（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

９ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、契約希望金額の１1０分の１００に相当する

金額を記載してください。 

１０ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則（平成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金

額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収します。また、

大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停

止の措置を講じることとなります。 

１１ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和元年１０月１日（火）午前１０時３０分から 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 別棟会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において

一般の閲覧に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページ

で公表します。 

１２ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に４に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１３ 落札者の決定等 落札者は、予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入

札を行った者とします。 

１４ 契約保証金 免除します。 

１５ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第６３号 

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８条第１項の規定により、農用地利用集

積計画を定めたので、同法第１９条の規定により公告する。 

 なお、その関係書類を本市市民部産業振興課に備え置いて縦覧に供する。 

  令和元年９月９日 

大和高田市長 堀内 大造   

 

公告第６４号 

入 札 公 告 



令和元年１０月１０日（木） 大 和 高 田 市 公 報 第３６９号 

 69 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和元年９月１０日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 件  名 病院情報システム用ノートパソコン購入 

２ 履行場所 大和高田市立病院 

３ 履行期限 令和２年１月３１日（金）まで 

４ 履行内容 仕様書のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる全ての要件

を満たしているものとします。 

（１）大和高田市物品購入等競争入札参加資格者登録名簿の「文具・

事務用機器（ＯＡ機器、ソフト）又は「役務提供（電算業務）」に登

録している者であること。 

（２）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更正計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（４）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置、その他国又は県による同様の措置を受

けている者でないこと。 

（５）（２）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格の

申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり必要書類

（以下「申請書等」という。）を提出し、競争入札参加資格についての

確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出し

ない者又は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者

は、競争入札に参加することができません。 

（１）様式については、大和高田市立病院ホームページに掲載（ダウ

ンロード可能）しています。 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

  ① 一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式） 

  ② 暴力団排除に関する契約書（指定様式） 

（３）申請書等の提出は、持参又は郵送（「一般書留郵便」又は「簡易

書留郵便」に限る。）とします。 

（４）受付期間 

令和元年９月１１日（水）から令和元年９月２４日（火）まで。

ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）提出場所 

  〒６３５－８５０１ 

大和高田市礒野北町１番１号 

大和高田市立病院 医事課情報システム係 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 
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（１）郵送日 

提出期限の翌日から３日以内。ただし、土曜日及び日曜日を除き

ます。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書）

等の配布 

入札説明書（仕様書）等の配布は、次のとおり行います。 

仕様書等の必要書類は、大和高田市立病院ホームページへ掲載する。 

本入札への参加を希望される事業者は、同ホームページ「新着情報・

トピックス」欄から必要書類をダウンロードし、取得すること。（ホー

ムページアドレス http://ym-hp.yamatotakada.nara.jp） 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、大和高田市立病

院ホームページに掲載の質疑応答票によりＦＡＸ又はメールで、次の

とおり行います。 

（１）受付期限 

令和元年９月２６日（木）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市立病院 医事課情報システム係 

ＦＡＸ ０７４５－５３－２９０８ 

Mail    iji@ym-hp.yamatotakada.nara.jp 

（３）回答期限 

令和元年９月３０日（月）午後５時１５分まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和元年１０月８日（火）まで。入札執行日の前日であるため、

この日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 市立病院医事課 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、消費税及び地方消費税を除く見積金額を記

載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則（平成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金

額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収します。また、

大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停

止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和元年１０月９日（水）午後３時 

（２）場所 

大和高田市立病院 放射線治療棟３階 大会議室 

（３）開札結果等の公表 
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開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、大和高田市立病院医

事課において一般の閲覧に供するとともに、開札結果を大和高田市

立病院ホームページで公表します。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札者の決定等 落札者は、予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入

札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

公告第６５号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和元年９月１０日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 件  名 病院情報システム用デスクトップパソコン購入 

２ 履行場所 大和高田市立病院 

３ 履行期限 令和２年１月３１日（金）まで 

４ 履行内容 仕様書のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる全ての要件

を満たしているものとします。 

（１）大和高田市物品購入等競争入札参加資格者登録名簿の「文具・

事務用機器（ＯＡ機器、ソフト）又は「役務提供（電算業務）」に登

録している者であること。 

（２）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更正計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（４）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置、その他国又は県による同様の措置を受

けている者でないこと。 

（５）（２）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格の

申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり必要書類

（以下「申請書等」という。）を提出し、競争入札参加資格についての

確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出し
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ない者又は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者

は、競争入札に参加することができません。 

（１）様式については、大和高田市立病院ホームページに掲載（ダウ

ンロード可能）しています。 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

  ① 一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式） 

  ② 暴力団排除に関する契約書（指定様式） 

（３）申請書等の提出は、持参又は郵送（「一般書留郵便」又は「簡易

書留郵便」に限る。）とします。 

（４）受付期間 

令和元年９月１１日（水）から令和元年９月２４日（火）まで。

ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）提出場所 

  〒６３５－８５０１ 

大和高田市礒野北町１番１号 

大和高田市立病院 医事課情報システム係 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日から３日以内。ただし、土曜日及び日曜日を除き

ます。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書）

等の配布 

入札説明書（仕様書）等の配布は、次のとおり行います。 

仕様書等の必要書類は、大和高田市立病院ホームページへ掲載する。 

本入札への参加を希望される事業者は、同ホームページ「新着情報・

トピックス」欄から必要書類をダウンロードし、取得すること。（ホー

ムページアドレス http://ym-hp.yamatotakada.nara.jp） 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、大和高田市立病

院ホームページに掲載の質疑応答票によりＦＡＸ又はメールで、次の

とおり行います。 

（１）受付期限 

令和元年９月２６日（木）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市立病院 医事課情報システム係 

ＦＡＸ ０７４５－５３－２９０８ 

Mail    iji@ym-hp.yamatotakada.nara.jp 

（３）回答期限 

令和元年９月３０日（月）午後５時１５分まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和元年１０月８日（火）まで。入札執行日の前日であるため、

この日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 
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〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 市立病院医事課 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、消費税及び地方消費税を除く見積金額を記

載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則（平成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金

額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収します。また、

大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停

止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和元年１０月９日（水）午後３時３０分 

（２）場所 

大和高田市立病院 放射線治療棟３階 大会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、大和高田市立病院医

事課において一般の閲覧に供するとともに、開札結果を大和高田市

立病院ホームページで公表します。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札者の決定等 落札者は、予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入

札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第６６号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和元年９月１０日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 件  名 病院情報システム用プリンタ購入 

２ 履行場所 大和高田市立病院 

３ 履行期限 令和２年１月３１日（金）まで 

４ 履行内容 仕様書のとおり 
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５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる全ての要件

を満たしているものとします。 

（１）大和高田市物品購入等競争入札参加資格者登録名簿の「文具・

事務用機器（ＯＡ機器、ソフト）又は「役務提供（電算業務）」に登

録している者であること。 

（２）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更正計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（４）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置、その他国又は県による同様の措置を受

けている者でないこと。 

（５）（２）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格の

申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり必要書類

（以下「申請書等」という。）を提出し、競争入札参加資格についての

確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出し

ない者又は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者

は、競争入札に参加することができません。 

（１）様式については、大和高田市立病院ホームページに掲載（ダウ

ンロード可能）しています。 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

  ① 一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式） 

  ② 暴力団排除に関する契約書（指定様式） 

（３）申請書等の提出は、持参又は郵送（「一般書留郵便」又は「簡易

書留郵便」に限る。）とします。 

（４）受付期間 

令和元年９月１１日（水）から令和元年９月２４日（火）まで。

ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）提出場所 

  〒６３５－８５０１ 

大和高田市礒野北町１番１号 

大和高田市立病院 医事課情報システム係 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日から３日以内。ただし、土曜日及び日曜日を除き

ます。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 入札説明書（仕様書）等の配布は、次のとおり行います。 



令和元年１０月１０日（木） 大 和 高 田 市 公 報 第３６９号 

 75 

等の配布 仕様書等の必要書類は、大和高田市立病院ホームページへ掲載する。 

本入札への参加を希望される事業者は、同ホームページ「新着情報・

トピックス」欄から必要書類をダウンロードし、取得すること。（ホー

ムページアドレス http://ym-hp.yamatotakada.nara.jp） 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、大和高田市立病

院ホームページに掲載の質疑応答票によりＦＡＸ又はメールで、次の

とおり行います。 

（１）受付期限 

令和元年９月２６日（木）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市立病院 医事課情報システム係 

ＦＡＸ ０７４５－５３－２９０８ 

Mail    iji@ym-hp.yamatotakada.nara.jp 

（３）回答期限 

令和元年９月３０日（月）午後５時１５分まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和元年１０月８日（火）まで。入札執行日の前日であるため、

この日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 市立病院医事課 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、消費税及び地方消費税を除く見積金額を記

載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則（平成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金

額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収します。また、

大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停

止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和元年１０月９日（水）午後４時 

（２）場所 

大和高田市立病院 放射線治療棟３階 大会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、大和高田市立病院医

事課において一般の閲覧に供するとともに、開札結果を大和高田市

立病院ホームページで公表します。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの
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した入札 

１５ 落札者の決定等 落札者は、予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入

札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第６７号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和元年９月１１日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 件  名 大和高田市立病院東館ナースコール設備の購入 

２ 納入場所 大和高田市立病院 

３ 納入期間 契約締結日から令和２年３月３１日まで 

４ 内  容 入札仕様書のとおり 

５ 入札参加資格要件 次に掲げる全ての要件を満たしていること。 

（１）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者で

あること。 

（２）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始

の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５

号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

（３）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）

に基づく資格停止措置、その他国又は県による同様の措置を受けてい

る者でないこと。 

（４）（１）に該当する者のほか、大和高田市暴力団排除条例（平成２

３年告示第２２号）第２条第２号に規定する暴力団員（以下同じ。）

又は同条第１号に規定する暴力団若しくは暴力団員と社会的に非難

されるべき関係を有する者でないこと。 

（５）国内の病床数２００床以上の病院でナースコール設備の納入及び

設置、ナースコール設備とＰＨＳ端末及び電話交換機との連動を過去

３年間に２回以上行い、これらをすべて誠実に履行した者であるこ

と。 

※ 病院とは、国が開設する病院若しくは医療法第３１条に規定する

公的医療機関又はこれらに準ずるものと市が認める病院（独立行政

法人等の病院）とする。 

（６）奈良県内に本社、支社又は営業所を有する者であること。 

（７）３６５日２４時間体制の不具合対応受付窓口を提供可能であるこ

と。 

（８）不具合への対応のうち、緊急対応（受付、定期点検、故障対応、

保守要員）については、原則同一業者にて対応可能であること。 

（９）当該物品を入札仕様書に基づき納入し、確実に履行できる者であ

ること。 

６ 入札参加資格の申請 本件競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争入

札参加申請書（以下｢申請書」という。）及び必要書類を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けてください。また、期限までに申請書

等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格がないと認め
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られた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は当院指定様式によるものとします。様式については、大

和高田市立病院ホームページに掲載（ダウンロード可能）しています。 

（２）必要書類として次に掲げるものを申請書と同時に提出してくださ

い。 

ア．納入（供給）証明書 

  物品等を確実に納入できるメーカーの納入（供給）確約書を提

出して下さい。 

イ．保守体制整備証明書 

   保守体制が整備されていることを証明する書類として、保守

体制整備証明書を提出して下さい。 

ウ．国内の病床数２００床以上の病院でナースコール設備の納入及

び設置、ナースコール設備とＰＨＳ端末及び電話交換機との連

動を過去３年間に２回以上行い、これらをすべて誠実に履行し

たことの証明書 

履行実績の証明については、実績証明書及び契約書の写しを

提出して下さい。 

エ．本社、支社、事業所の所在地が分かる会社概要、パンフレット 

オ．暴力団排除に関する誓約書（両面印刷）※当院指定様式有 

カ．印鑑証明書（コピー可） 

キ．法人は履歴事項全部証明書（コピー可） 

個人は身元証明書（コピー可） 

※ 上記カ．及びキ．は、大和高田市物品購入等競争入札参加資格

者登録名簿又は大和高田市立病院物品購入等入札参加資格者登

録名簿に登録している者については、提出の必要はありません。 

（３）申請書等の提出は、持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡

しします。） 

（４）受付期間 

令和元年９月１１日（水）から令和元年９月２４日（火）まで。た

だし、土曜日、日曜日及び祝日は除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後１

時００分までを除きます。 

（６）受付場所 

大和高田市礒野北町１番１号 

大和高田市立病院 管理課 

※ 受付窓口にて管理課に連絡したいと、申し出て下さい。 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うものと

し、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

令和元年９月２６日（木） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、入札参加資格確認通知書を送付し

ます。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を

送付します。 

８ 入札仕様書等の配布 入札仕様書等の配布は、次のとおり行います。 

入札仕様書等の必要書類は、大和高田市立病院ホームページへ掲載し

ます。本入札への参加を希望する事業者は、同ホームページ「新着情報・

トピックス」欄から必要書類をダウンロードし、取得してください。 
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※ ホームページアドレス http://ym-hp.yamatotakada.nara.jp 

（１）掲載期間 

令和元年９月１１日（水）から令和元年９月２４日（火）まで 

（２）問合わせ先 

大和高田市礒野北町１番１号 大和高田市立病院 管理課 

ＴＥＬ：０７４５－５３－２９０１（代） 

ＦＡＸ：０７４５－２３－９２８２ 

９ 入札仕様書について

の質疑応答 

入札仕様書についての質疑は、大和高田市立病院ホームページに掲載

の質疑応答票によりＦＡＸで次のとおり行います。 

（１）受付期間 

令和元年９月２６日（木）午後５時まで 

（２）大和高田市立病院 管理課 

ＦＡＸ：０７４５－２３－９２８２ 

（３）回答方法及び回答期日 

回答は、令和元年９月３０日（月）午後５時までとし、ＦＡＸによ

り本入札参加資格を認めた者全てに対し行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和元年１０月３日（木） 

※ 入札執行日の前日であるため、この日の翌日以降に到着した入

札書は無効とします。 

（２）郵送先  

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 

日本郵便株式会社大和高田郵便局留 大和高田市立病院 管理課 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便に

よるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは契約希望金額を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契

約規則（平成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金額の

１００分の５に相当する金額を違約金として徴収します。また、大和高

田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措

置を講じることとなります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日 時 令和元年１０月４日（金）午前１１時 

（２）場 所 大和高田市立病院（放射線治療棟）３階 会議室 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚

偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入札

時点において５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののし

た入札 

１５ 落札者の決定 落札者の決定方法 

有効な入札書を提出した者であって、予定価格の制限の範囲内で最低

の価格をもって申込みをした者を契約の相手方とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ 最低制限価格 設定しません。 

１８ 契約方法 入札書へ記載された価格により、物品売買契約を行います。 

１９ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないと
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きは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札仕様書によります。 

公告第６８号 

公売公告兼見積価額公告 

 下記により差押財産の公売をしますので、国税徴収法第９５条及び第９９条の規定により公告しま

す。 

令和元年９月２５日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 公売財産の内容 別紙付表のとおり 

２ 公売の方法 入   札 

３ 

公売日時 令和元年１１月１２日 午前１０時００分から 

 
入札 

令和元年１１月１２日 午前１０時４０分から午前１１時００分

まで 

開札 令和元年１１月１２日 午前１１時００分 

４ 公売場所 橿原市常盤町６０５番地の５ 奈良県橿原総合庁舎 １階 会議室 

５ 
公売保証金及び見

積価額 
別紙付表のとおり 

６ 
公売保証金納付期

限 

令和元年１１月１２日 午前１０時００分から午後１０時３０分

まで 

７ 売却決定 日時 
令和元年１１月１９日 午前

１０時００分 
場所 

大和高田市収

納対策室 

８ 買受代金納付期限 日時 
令和元年１１月１９日 午前

１１時３０分 

（ただし、地方税法第 19

条の 7第 1項ただし書その

他の法律の規定に基づき

滞納処分の続行の停止が

あった場合を除く。） 

９ 
買受人についての

資格その他の要件 
別紙「公売における注意事項」のとおり 

１０ 
そ
の
他 

１ 午前１０時までに公売会場に入場し、担当職員の説明を聞いて

から入札してください。 

２ 公売に参加するためには、上記公売保証金納付期限までに、公

売保証金を納付いただく必要があります。 

３ 次順位買受制度の適用があります。 

４ 公売による権利移転に伴う費用（移転登記の登録免許税等）は

買受人の負担となります。 

５ 大和高田市は瑕疵担保責任を負いません。 

６ その他については別紙「公売における注意事項」をご覧くださ

い。 

７ 公売物件の地図・写真等については大和高田市で閲覧いただけ

ます。もしくは、大和高田市ホームページ

（http://www.city.yamatotakada.nara.jp/life/auction.html）

でご覧いただけます。 

配当を受ける者の権利の申出について 
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 公売財産上に質権、抵当権、先取特権、留置権その他この財産の売却代金から配当を受けるこ

とができる権利を有する者は、売却決定をする日の前日までに、債権現在額申立書によりその内

容を申し出て下さい。 

 なお、債権現在額申立書の用紙は下記担当部署に用意しています。 

※ この公告事項の詳細についてお聞きになりたい方は、下記担当部署までお問い合わせくださ

い。 

大和高田市・収納対策室   TEL０７４５－２２－１１０１ （内線２５２） 

 

公売公告付表 
   

 

  

売却区分 

番   号 
大和高田市－１ 

見積価額   ２５９，０００  円 

公売保証金   ３０，０００  円 

公売財産の表示 

（土地の表示） 

所在    奈良県大和高田市甘田町 

地番    ６６２番１７ 

地目    宅地 

地積    ４６．８２㎡ 

（一棟の建物の表示） 

所在    奈良県大和高田市甘田町 ６６２番地１４、６６２番地１５、

６６２番地１６、６６２番地１７ 

構造    木造セメント瓦葺平家建 

床面積   １４１．６６㎡ 

新築    昭和４８年１月２５日 

（専有部分の建物の表示） 

家屋番号  甘田町 ６６２番１４の４   

種類    居宅  

構造    木造セメント瓦葺平家建 

床面積   ３３．７９㎡ 

以上登記簿による表示 

公売財産の概要 

・近鉄南大阪線 高田市駅から南へ約０．８ｋｍの宅地。 

・当該物件は、所有者本人から中井ハウジング宅地建物取引業者に無償貸出

中であるが、双方とも当物件の公売には承諾している。 

・対象物件の家屋は長屋４件の西の端。土地は４筆に分筆されているうちの

一つ。 

・西側に敷地内道路１．４ｍ幅の進入道路有り、家の入口は北側 

・物件について内部の調査は行っていないが、外観から居住用とするには修

繕が必要と考えられる。 

・当該物件は、公道に接していない。 

利用状況・ 

法的規制等 

・都市計画区域   市街化区域 第一種住居地域 

・建ぺい率（指定） ６０％ 

・容積率（指定）  ２００％ 

その他 

公売条件等 

・公売に参加する場合は、事前に公売財産の現況、関係公簿等をご確認くだ

さい。 

・境界については、隣接地所有者と協議してください。 

・大和高田市は公売財産の引渡義務を負いません。 

・大和高田市は瑕疵担保責任を負いません。 

・公売物件内の動産類の撤去、カギの受渡し等は、所有者と協議してくださ

い。 

 

（別紙） 
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公売における注意事項 

入札の方法 所定の入札書により入札してください。代理人が入札する場合には、

代理権限を証する委任状を提出してください。 

開札の方法  入札書は、入札者の立会で開札します。 

公売保証金の納付  公売保証金は、入札を行う前に担当職員に納付してください。納付し

たあとでなければ入札を行うことができません。 

最高価申込者の決定  見積価額以上の入札者のうち、最高の価額による入札者を最高価申込

者として決定します。 

次順位買受申込者の 

決定 

 国税徴収法第１０４条の２に規定する次順位買受申込者に該当する

入札者から、開札の場所において、最高価申込者の決定後直ちに次順位

による買受の申込があるときは、次順位買受申込者とします。 

追加入札とくじ  最高の同価額入札者２人以上あるときは、更に入札を行って最高価申

込者を決定し、なお、その追加入札の価額が同じときは、くじで最高価

申込者を決定します。 

追加入札と棄権  追加入札の価額は、当初の入札価額以上であることが必要です。当初

の入札価額に満たない価額で追加入札をした場合、または追加入札をす

べきものが入札しなかった場合には、国税徴収法第１０８条の規定が適

用されることがあります。 

再度入札  入札の日時に入札者がないとき、または入札価額が見積価額に達しな

いときは、再度入札を行う場合があります。 

入札書についての 

制限 

 一旦提出した入札書は、引換え、変更又は取消しをすることができま

せん。 

買受人の制限  公売保証金の納付がない場合、その他公売公告の事項に違反した場

合、または国税徴収法第９２条、第１０８条第１項等法令の規定により

買受人となることができない者、大和高田市暴力団排除条例第２条第１

号に規定する暴力団及び第２条第２号に規定する暴力団員は、公売財産

を買い受けることができません。 

権利移転の時期  買受人は、買受代金を完納した時に公売財産を取得します。 

危険負担移転の時期  公売財産の権利移転に伴う危険負担移転の時期は、買受代金の完納の

時です。買受代金完納後は、買受人の所有となりますので、財産の毀損、

焼失等による損害の負担は買受人が負います。 

権利移転に伴う費用

の負担 

 権利移転登記についての登録免許税その他の費用は買受人の負担に

なります。買受人は買受代金納付の時に、この費用を提出してください。 

 また、後日、不動産取得税（県税）、毎年の固定資産税（市町税）が

課税されます。 

売却決定の取消し  買受代金納付前に公売財産に係る滞納税が完納された場合、買受人が

買受代金をその納付の期限までに納付しなかった場合、国税徴収法第１

０８条第２項の規定により最高価申込者の決定が取り消された場合等

は、売却決定を取り消します。 

公売保証金の没収  買受人が買受代金をその納付の期限までに納付しなかったことによ

り売却決定が取り消された場合には、その者が納付した公売保証金はそ

の公売に係る滞納税に充て、残余金があるときはこれを滞納者に交付し

ます。ただし、国税徴収法第１０８条第２項の規定による処分を受けた

者が納付した公売保証金は大和高田市に帰属します。 

権利移転の手続  権利移転のための登記等は大和高田市で行います。指定した日までに

所有権移転登記請求書を必ず提出してください。 

権利移転のための 

必要書類等 

 買受代金を完納したときに、次の書類を提出してください。（開札後、

最高価申込者に決定された方にはご説明します。） 

 １ 売却決定通知書 

 ２ 個人の場合は住民票抄本、法人の場合は登記事項証明書 

 ３ 登録免許税相当の収入印紙または領収証書 

 ４ 固定資産評価証明書または同通知書 



令和元年１０月１０日（木） 大 和 高 田 市 公 報 第３６９号 

 82 

 ５ 郵送料（５００円程度） 

公売保証金の返還 

について 

 最高価申込者及び次順位買受申込者以外の入札者が納付した公売保

証金は公売終了後に返還します。ただし、営業者については、その領収

証書に収入印紙（２００円）の貼付、消印が必要です（※保証金が５万

円未満の場合は不要）。 

（ご注意） 

 ・入札箱に入札書をいれる前に、もう一度金額に誤りがないか、訂正をしていないかを確かめてく

ださい。誤りなどがあった場合は、新しい入札書に書き直して入札箱にいれてください。 

 ・同一人が２以上の入札書をいれることはできません。 

 ・公売当日は印鑑（認印可）をご持参ください。※代理人が入札する場合は代理人の印鑑、法人の

代表者が入札する場合は代表者印 

 

公告第６９号 

次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の

６第１項の規定により公告する。 

令和元年９月２７日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 入札に付する事項 

物件
番号 

所在地 地目 地積 
（㎡） 

用途地域 
現況 

最低売却価格 
（円） 

1 大字大谷 572番 1 宅地 2095.73 市街化調整区域 建物付 30,805,000 

2 東雲町 965番 6 宅地 282.24 第一種住居地域 更地 6,311,000 

3 曙町 747番 4 宅地 111.67 第一種住居地域 更地 1,979,000 

4 曙町 685番 3 雑種地 243.72 第一種住居地域 更地 3,724,000 

5 曙町 685番 5 宅地 272.37 第一種住居地域 建物付 2,221,000 

6 曙町 800番 13 宅地 158.66 第一種住居地域 更地 2,329,000 

7 曙町 809番 14 宅地 296.39 第一種住居地域 更地 4,597,000 

8 大字市場 547番 26 宅地 28.82 第一種住居地域 更地 843,000 

9 大字市場 547番 30 宅地 28.82 第一種住居地域 更地 843,000 

２ 入札参加に際しての注意事項 

（１） 現状有姿の売却とする。 

（２） 「物件番号１」及び「物件番号 5」については、既存建物がある。 

（３）  最低売却価格は、既存建物等工作物の撤去費用相当額を差し引いた価格とする。 

３ 入札に参加する者に必要な資格要件 

 （１） 参加資格 

  法人又は個人とする。 

（２） 欠格 

次のアからカのいずれかに該当する者は入札に参加することができない。 

ア 地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者 

イ 大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）の規定により、入札

参加資格停止の措置を受けている者 

ウ 地方自治法第２３８条の３に規定する公有財産に関する事務に従事する職員 

エ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６

号に規定する暴力団員及びその構成員 

オ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律第１４７号）第

５条に規定する観察処分の決定を受けた団体及び当該団体の役職員及び構成員 
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カ 大和高田市の市税を滞納している者 

４ 入札参加申込みの方法 

入札参加希望者は、下記の要領で申込みの手続を行うものとする。 

（１） 申込みに必要な提出書類 

ア 市有財産売却入札参加申込書（実印）（以下「申込書」という。） 

イ 誓約書（実印） 

ウ 暴力団排除に関する誓約書（実印） 

エ 市税滞納情報照会同意書 

オ 申込者が個人である場合には、当該申込書に係る印鑑登録証明書及び住民票抄本 

カ 申込者が法人である場合には、当該申込書に係る印鑑証明書及び会社法人用登記事項証

明書（現在事項全部証明書） 

※ オ及びカについては、発行後、３か月以内の原本に限る。 

（２） 入札参加申込の方法並びに受付の期間及び場所 

ア 申込方法 入札参加申込者は、受付場所へ上記提出書類を持参の上、申込みを行う。 

イ 受付期間 令和元年１０月１５日（火）から令和元年１２月２０日（金）まで（土日、

祝日を除く。） 

※受付時間は、午前９時から午後５時までとする。（正午から午後１時まで

を除く。） 

ウ 受付場所 奈良県大和高田市大字大中１００番地１ 

大和高田市財務部財産管理課（大和高田市庁舎２階） 

（３） 入札の方法等についての説明 

入札参加申込者は、入札参加受付時に入札方法等の説明を受けなければならない。 

（４） 入札参加審査 

上記提出書類受付後、入札参加資格条件に係る審査を行うものとする。審査の結果、参加資格

を有すると認めた者には、申込書に受付印を押印した申込書の写しを交付する。 

５ 入札保証金の納付 

入札参加者は、令和２年１月１７日（金）午後２時までに入札金額の１００分の５以上の入札保

証金を現金又は、銀行振出小切手で納付しなければならない。 

６ 入札及び開札執行の日時及び場所 

（１） 日時 令和２年 1月２０日（月）午前１０時  

（２） 場所 奈良県大和高田市大字大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟２階会議室 

７ 入札辞退 

入札参加資格を有すると認められた者は、入札を辞退することは認められないが、やむを得ない

理由により、参加することができなくなったときは、大和高田市所定の辞退届に必ず辞退理由を付

し、次に定めるところにより提出しなければならない。 

（１） 入札当日の受付開始時刻までに辞退届を提出するとき 財産管理課に提出すること。 

（２） 入札受付開始時刻から入札開始時刻までに辞退届を提出するとき 入札執行者に提出する

こと。 

（３） 前２号のいずれかにかかわらず、辞退届は、必ず持参するものとし、郵送による提出は認

めない。 

８ 入札の無効 

次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

（１） 入札に参加する資格のない者がした入札 

（２） 記名押印を欠く入札 
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（３） 入札書に記載された入札金額その他記載事項が確認できない入札 

（４） 同一入札について入札者又はその代理人によりなされた２以上の入札 

（５） 入札に関し談合等の不正行為をした入札 

（６） 入札に際して公正な入札の執行を害する行為をなした者の入札 

（７） 入札金額を加除訂正した入札 

（８） 最低売却価格に達しない価格での入札 

（９） 郵送等により送付された入札 

（１０） 前各号に掲げるもののほか、所定の入札条件に違反した入札 

９ 落札者の決定方法 

入札場所において投函終了後、直ちに入札者立会いの下で開札を行い、有効な入札を行った者の

うち、市の最低売却価格以上かつ最高価格で入札した者を落札者とする。ただし、落札者となる同

価格の入札者が２人以上あるときは、その場において直ちにくじ引きを行い落札者を決定する。 

１０ 契約保証金 

契約締結までに売買代金の１００分の１０以上の契約保証金（入札保証金全額を充当）を納付

しなければならない。 

１１ 契約締結等 

（１） 契約の締結日 

落札者は、令和２年１月２９日（水）（当日の正午まで）に契約を締結しなければならない。

なお、落札者が契約締結期限までに契約を締結しなかった場合、入札保証金は大和高田市に

帰属する。 

（２） 契約書作成の要否 

要す。 

１２ 売買代金の納入 

落札者は、売買代金の残金（売買代金と契約保証金との差額をいう。）を令和２年２月２８日

（金）までに納付しなければならない。 

契約保証金は、納期限までに売買代金の残金の納付がなかった場合、大和高田市 

に帰属する。 

１３ 契約条件 

（１） 所有権の移転等 

ア 売買代金の全額納付があったときに所有権が移転し、同時に物件を引き渡すものとする。 

イ 所有権の移転登記は、大和高田市が嘱託により行う。 

（２） 契約費用及び公租公課等 

ア 売買契約書に貼る収入印紙の費用は、買受人の負担となる。 

イ 所有権の移転登記に必要な登録免許税は、買受人の負担となる。 

ウ 所有権移転後の公租公課は、買受人の負担となる。 

エ その他契約に要する費用は、買受人の負担となる。 

（３） 損害の賠償等 

契約締結後、物件の数量の不足その他隠れたかしのあることを発見しても、売買代金の減免、

損害賠償の請求又は契約の解除を請求することができない。 

（４） その他 

落札者は、物件の所有権移転登記前に権利義務を第三者に譲渡することはできない。 

１４ 問い合わせ先 

奈良県大和高田市大字大中１００番地１ 

大和高田市財務部財産管理課 

電話 ０７４５－２２－１１０１ 
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公告第７０号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和元年９月２７日 

大和高田市長 堀内 大造   

 

１ 工事名 曽大根古池護岸補修工事 

２ 工事場所 大和高田市 曽大根 地内 

３ 工事期間 契約締結日から令和２年２月２８日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべ

て満たしているものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の土木一式

工事に登録している者であること。 

（２）大和高田市格付け等級がＣ級の者であること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発

注工事が履行中（落札した時点から竣工検査に合格するまで）の者

でないこと。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他

の入札案件において落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争

入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限ま

でに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格が

ないと認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、

大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロ

ード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を

（１）の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓

約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と

同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡

しします。） 
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（４）受付期間 

令和元年９月３０日（月）から令和元年１０月４日（金）まで。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望

者には入札説明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧等の期間 

令和元年９月３０日（金）から令和元年１０月８日（火）まで。 

（２）閲覧等の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）閲覧等の場所 

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和元年１０月２１日（月）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和元年１０月２２日（火）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和元年１０月２４日（木）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に
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係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和元年１０月２５日（金）午前１０時 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日大和高田市ホームページで公表し

ます。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ 最低制限比較価格 ￥１３，１９０，０００－（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

 

 

 

教育委員会規則第３号 

 大和高田市立幼稚園保育料の減免に関する規則を廃止する規則を別紙のように定める。 

  令和元年９月２４日 

大和高田市教育委員会教育長 早川 博   

大和高田市立幼稚園保育料の減免に関する規則を廃止する規則 

大和高田市立幼稚園保育料の減免に関する規則（昭和４７年教育委員会規則第４号）は、廃止する。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行し、令和元年１０月１日から適用する。

 

教育委員会規則第４号 

 大和高田市文化会館条例施行規則の一部を改正する規則を別紙のように定める。 

  令和元年９月２４日 

教育委員会 
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大和高田市教育委員会教育長 早川 博   

   大和高田市文化会館条例施行規則の一部を改正する規則 

 大和高田市文化会館条例施行規則（平成２０年教育委員会規則第４号）の一部を次のように改正す

る。 

 別表を次のように改める 

別表（第１１条関係） 

区分 附属設備の名称 単位 

１回当たりの使

用料 

（単位・円） 

舞台設備 

演台 大ホール １卓 ６２０ 

 小ホール １卓 ５１０ 

 レセプションホール １卓 ２００ 

花台 １台 ２００ 

司会者台 大ホール・小ホール １台 ４１０ 

 レセプションホール １台 ２００ 

指揮台 １台 ３００ 

譜面台 指揮者用 １台 ３００ 

 演奏者用 １台 １００ 

譜面灯 オーケストラピット用 １台 ５０ 

椅子 コントラバス用 １脚 １００ 

オーケストラピット 大ホール １式 ５，２３０ 

大迫り 大ホール １台 ３，１３０ 

小迫り 大ホール １台 １，０３０ 

音響反射板 大ホール １式 ５，２３０ 

所作台 大ホール １式 ７，３３０ 

仮設花道一式 大ホール １式 ４，１８０ 

平台 １台 ２００ 

開き足 １脚 １００ 

箱足 １台 ５０ 

ヒナ段ケ込 大ホール １枚 ５０ 

松羽目 １式 ５，２３０ 

竹羽目 １式 ５，２３０ 

金屏風 大 １双 １，５６０ 

 小 １双 １，０３０ 

緋毛せん １枚 ３００ 

長座布団 １枚 １００ 

高座用座布団 １枚 １００ 

上敷ござ １枚 １００ 

地絣り 大ホール １枚 ５，２３０ 

紗幕 大ホール １枚 ５，２３０ 

ジョーゼット幕 大ホール １式 ７，３３０ 

バレエ用シート 大ホール １式 ５，２３０ 

 小ホール・リハーサル室 １式 ３，１３０ 
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移動用姿見 １台 １００ 

めくり台 １台 ２００ 

落語用見台 １式 ３００ 

人形立 １本 １００ 

ポータブルステージ レセプションホール １式 ２，０８０ 

平台ステージ レセプションホール １枚 ３００ 

照明設備 

ボーダーライト 大ホール １列 ６２０ 

 小ホール １列 ３００ 

アッパーホリゾントラ

イト 
大ホール １列 １，０３０ 

ロアーホリゾントライ

ト 
大ホール １列 ８３０ 

ホリゾントライト（幕を

含む。） 
小ホール １列 １，２５０ 

ライティングタワー 大ホール １基 ２，０８０ 

ピンスポットライト クセノン２ＫＷ １台 ３，１３０ 

（大ホール） クセノン１ＫＷ １台 ２，０８０ 

 ハロゲン１ＫＷ １台 １，０３０ 

ピンスポットライト クセノン７００Ｗ １台 １，５６０ 

（小ホール）    

ピンスポットライト クセノン５００Ｗ １台 １，０３０ 

（レセプションホール） ハロゲン１ＫＷ １台 １，０３０ 

スポットライト ハロゲン１．５ＫＷ １台 ５１０ 

 ハロゲン１ＫＷ １台 ４１０ 

 ハロゲン５００Ｗ １台 ３００ 

スポットライト １ＫＷ １台 ６２０ 

（パーライト） ５００Ｗ １台 ４１０ 

カッタースポット（ネタは含まない。） １台 ６２０ 

波マシン １台 ６２０ 

天井反射板ライト 大ホール １式 ３，６６０ 

ミラーボール 変速・直径４００ １台 １，０３０ 

 変速・直径６００ １台 １，５６０ 

 置型定速 １台 １，０３０ 

マルチストロボ １台 ２，０８０ 

ストロボ １台 １，５６０ 

エフェクトスポット（マ

シン・先玉・種板を含

む。） 

２ＫＷ １台 ２，０８０ 

１ＫＷ １台 １，５６０ 

ハイスタンド（アームを含む。） １台 ３００ 

スタンド １台 ２００ 

ベーススタンド １台 １００ 

展示用スポットライト １台 ６０ 

小ホール基本照明セット（Ｂｏｒ３、２ＳＵＳ１２、Ｆ

Ｓ１０） 
１式 ５，２３０ 
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音響設備 

場内拡声 大ホール １式 ３，１３０ 

 小ホール １式 １，０３０ 

 レセプションホール １式 １，０３０ 

スピーカー 大型（映写機用） １台 １，０３０ 

 小型（サイド用） １台 ３００ 

ステレオマイク 大ホール １本 ２，０８０ 

コンデンサーマイク Ａ １本 １，５６０ 

 Ｂ １本 １，０３０ 

ダイナミックマイク １本 ５１０ 

ワイヤレスマイク 大ホール・小ホール １ｃｈ １，５６０ 

 レセプションホール １ｃｈ ８３０ 

３点吊マイクロホン装

置 
大ホール １式 ２，０８０ 

マイクスタンド 床上大型 １本 ２００ 

 卓上型・床上型・ブーム型 １本 １００ 

カセットテープレコーダー １台 １，５６０ 

ＣＤプレーヤー １台 １，５６０ 

ＭＤプレーヤー １台 １，５６０ 

デジタルオーディオテープレコーダー １台 ２，０８０ 

映像設備 

３５㎜映写機（スクリーンを含まない。） １台 ５，２３０ 

１６㎜映写機（スクリーンを含まない。） １台 ３，１３０ 

オーバーヘッドプロジェクター（スクリーンを含まな

い。） 
１台 １，５６０ 

液晶プロジェクター（ス

クリーンを含まない。） 

３２００ルーメン １台 ５，２３０ 

１７００ルーメン １台 ３，１３０ 

資料提示装置 １台 １，５６０ 

ＤＶＤプレーヤー １台 ２，０８０ 

映写用スクリーン 大ホール １式 ２，０８０ 

 小ホール・レセプションホール １式 １，０３０ 

 可搬型 １式 ７３０ 

レーザーポインター １本 ２００ 

その他の設

備 

ピアノ スタインウェイＤ―２７４ １台 １５，７００ 

 ヤマハＣＦⅢ １台 １０，４７０ 

 ヤマハＣ７ １台 ６，２８０ 

 ヤマハＵＸ３００ １台 ２，６１０ 

エレクトーン ヤマハＥＬ―９０ １台 ３，１３０ 

ホワイトボード １台 ２００ 

国旗・市旗 １枚 １００ 

増設展示パネル １台 ２００ 

展示台 １台 ２００ 

展示台（小） １台 １５０ 

衝立 １台 １５０ 

表彰盆 １枚 １００ 



令和元年１０月１０日（木） 大 和 高 田 市 公 報 第３６９号 

 91 

茶道具 １式 １，０３０ 

野点用茶道具 １式 １，０３０ 

持込み器具電源使用料 １ＫＷ １００ 

ポット使用料 １台 １００ 

シャワー室 大ホール １室 １，５６０ 

備考 

１ 「１回当たりの使用料」は、１日につき１回として算定する。ただし、持込電源使用料及び

ポット使用料については、午前、午後又は夜間それぞれの使用区分を「１回」とする。 

２ 附属設備は、準備又は本番を問わず仕込みを行った時点から使用したものとする。 

３ この表の使用料には、カラーフィルター等の消耗機材費並びにピアノ調律及び舞台設備、照

明設備、音響設備等に要する増員技術者の人件費等は含まない。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和元年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正後の大和高田市文化会館条例施行規則の規定は、この規則の施行の日（以下

「施行日」という。）以後に領収する使用料（施行日前に発した納入通知書により領収するものを

除く。）について適用し、施行日前に領収する使用料及び施行日前に発した納入通知書により施行

日以後に領収する使用料については、なお従前の例による。 

 

教育委員会規則第５号 

 総合体育館及び武道館の管理運営に関する規則の一部を改正する規則を別紙のように定める。 

  令和元年９月２４日 

大和高田市教育委員会教育長 早川 博   

   総合体育館及び武道館の管理運営に関する規則の一部を改正する規則 

 総合体育館及び武道館の管理運営に関する規則（平成１５年教育委員会規則第９号）の一部を次の

ように改正する。 

 題名を次のように改める。 

   大和高田市総合体育館及び武道館の管理運営に関する規則 

 別表第１中 

 「 

使用料 

１，５４０円 

５１０円 

１，５４０円 

１，５４０円 

１，０２０円 

３，０８０円 

」を 

 「 

使用料 

１，５６０円 

５１０円 

１，５６０円 

１，５６０円 

１，０３０円 
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３，１３０円 

 

」に改める。 

別表第２中 

 「 

種類 単位 使用料 

武道館会議室 １室 １回 ２，５７０円 

武道館控室 １室 １回 ８２０円 

    」を 

 「 

種類 単位 使用料 

武道館会議室 １室 １回 ２，６１０円 

武道館控室 １室 １回 ８３０円 

放送設備 １式 １回 １，５６０円 

」に改める。 

 様式第１号及び様式第２号を次のように改める。 

様式第１号（第４条関係） 

年  月  日   

総合体育館・武道館使用許可申請書 

 

   大和高田市教育委員会 殿 

 

申請者（団体の場合は、団体名及び代表者氏名） 

 

氏名                    

 

住所                    

連絡先（ＴＥＬ）              

  次のとおり、 □総合体育館 □武道館 の使用を申請します。 

日 時 年  月  日（ ） 

□午前   □午後 

□夜間   □全日 

使 用 

目 的 
 

使 用 

人 数 
 

使 用 

責任者 

（氏 名） 

（連絡先） 

 

場 
 

 
 
 

 

所 

総 

合 

体 

育 

館 

       □競技場／全面     □競技場／半面 

       □サブ競技場      □相撲場 

       □トレーニング室 
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総合体育館・附属設備 

 □体育館会議室 □体育館控室 □放送設備 □移動式ステージ 

 □バスケットボード □バレーボール支柱 □バドミントン支柱 

 □テニス支柱 □卓球台 □電光得点表示盤（公式戦のみ使用可） 

武 

道 

館 

        □第１道場（全面のみ） 

        □第２道場／全面 

        □第２道場／半面 

 
武道館・附属設備 

 □武道館会議室  □武道館控室  □シャワー室  □放送設備 

 

貸 出 器

具・用具 

 □椅子 □机 □太鼓 □フロアーマット □バドミントンラケット 

 □ソフトテニスラケット □ソフトテニスボール □卓球ラケット 

 

 

様式第２号（第５条関係） 
 

許可第 号   

年  月  日   

 

 

総合体育館・武道館使用許可書 

 

         様 

 

大和高田市教育委員会        印   

 

 

     年  月  日付けで申請のあった総合体育館又は武道館の使用について、次のとお

り 総合体育館 ・ 武 道 館 の使用を許可します。 

 

日 時 年  月  日（ ） 

□午前   □午後 

 

□夜間   □全日 

場 
 
 
 
 
 
 

所 

総 

合 

体 

育 

館 

□競技場／全面     □競技場／半面 

□サブ競技場      □相撲場 

□トレーニング室 

 

総合体育館・附属設備 

 □体育館会議室 □体育館控室 □放送設備 □移動式ステージ 

 □バスケットボード □バレーボール支柱 □バドミントン支柱 

 □テニス支柱 □卓球台 □電光得点表示盤（公式戦のみ使用可） 

武 

道 

館 

□第１道場（全面のみ） 

□第２道場／全面 

□第２道場／半面 
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武道館・附属設備 

 □武道館会議室  □武道館控室  □シャワー室  □放送設備 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和元年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正後の大和高田市総合体育館及び武道館の管理運営に関する規則の規定は、こ

の規則の施行の日（以下「施行日」という。）以後に領収する使用料（施行日前に発した納入通知

書により領収するものを除く。）について適用し、施行日前に領収する使用料及び施行日前に発し

た納入通知書により施行日以後に領収する使用料については、なお従前の例による。 

 

教育委員会告示第１５号 

 大和高田市教育委員会９月定例委員会を次のとおり招集する。 

  令和元年９月１７日 

大和高田市教育委員会教育長 早川 博   

１ 日時  

令和元年９月２４日（火）午後１時３０分 

２ 場所  

   市役所４階 委員会室 

３ 議案  

第１号 大和高田市立幼稚園保育料の減免に関する規則を廃止する規則（案）について 

第２号 大和高田市文化会館条例施行規則の一部を改正する規則（案）について 

第３号 総合体育館及び武道館の管理運営に関する規則の一部を改正する規則（案）について 

第４号 後援願いについて 

第５号 その他 

 

 

 

選挙管理委員会告示第７２号 

大和高田市選挙管理委員会を次のとおり招集する。 

令和元年８月２６日  

大和高田市選挙管理委員会委員長 松村 惠由   

１ 日時 

   令和元年９月２日（月） 午前９時００分 

２ 場所 

   大和高田市大字大中１００番地１ 

   大和高田市役所 ３階 東会議室 

３ 議案 

第１号 公職選挙法第２８条第１号、第２号及び第３号の規定による抹消について  

第２号 選挙人名簿の定時登録について 

第３号 在外選挙人名簿の抹消について 

第４号 補充員の失職について 

第５号 その他 

 

選挙管理委員会 
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選挙管理委員会告示第７３号 

令和元年９月２日現在における地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７６条第１項、第８０条

第１項、第８１条第１項及び第８６条第１項並びに地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和

３１年法律第１６２号）第８条第１項に規定する選挙権を有する者の総数の３分の１の数並びに市町

村の合併の特例に関する法律（平成１６年法律第５９号）第４条第１１項及び第５条第１５項に規定

する選挙権を有する者の総数の６分の１の数並びに地方自治法第７４条第１項及び第５条第１項に規

定する選挙権を有する者の総数の５０分の１の数は、次のとおりである。 

  令和元年９月２日  

大和高田市選挙管理委員会委員長 松村 惠由   

３分の１の数  １８，８１２人 

 ６分の１の数   ９，４０６人 

５０分の１の数  １，１２９人 

 

選挙管理委員会告示第７４号 

大和高田市選挙管理委員会を次のとおり招集する。 

令和元年９月１１日  

大和高田市選挙管理委員会委員長 松村 惠由   

１ 日時 

   令和元年９月１８日（水） 午前９時００分 

２ 場所 

   大和高田市大字大中１００番地１ 

   大和高田市役所 ３階 小会議室 

３ 議案 

第１号 裁判員候補者予定者及び検察審査員候補者予定者について 

第２号 その他 

 

 

 

農業委員会告示第９号 

大和高田市農業委員会１０月定例委員会を次のとおり招集する。 

  令和元年９月２６日 

大和高田市農業委員会会長 今村 平治郎   

１ 日時 

令和元年１０月１０日（木曜日）午後３時 

２ 場所 

大和高田市役所 ３階 東会議室 

３ 議案 

議第１号  農地法第３条第１項について申請の件 

議第２号  農地法第５条規定による申請の件 

議第３号  その他 

 

 

 

企業管理規程第１号 

大和高田市水道事業指定給水装置工事事業者規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

農業委員会 

公営企業 
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令和元年９月１３日 

（大和高田市水道事業管理者） 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市水道事業指定給水装置工事事業者規程の一部を改正する規程 

 大和高田市水道事業指定給水装置工事事業者規程（平成１０年企業管理規程第２号）の一部を次の

ように改正する。 

 第５条第３号アを次のように改める。 

  ア 精神の機能の障害により給水装置工事の事業を適正に行うに当たって必要な認知、判断及び

意思疎通を適切に行うことができない者 

 第５条第３号中オをカとし、エをオとし、同号ウ中「第８条第１項」を「第８条」に改め、同号中

ウをエとし、イをウとし、アの次に次のように加える。 

  イ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

 第７条第２項第２号中「オ」を「カ」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規程は、令和元年９月１４日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規程の施行の日前に、この規程による改正前の大和高田市水道事業指定給水装置工事事業者

規程（以下「旧規程」という。）第８条の規定により行われた旧規程第４条第１項の指定の取消し

の効力については、なお従前の例による。 

 

企業管理規程第２号 

大和高田市上下水道事業行政財産使用料規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

令和元年９月１９日 

（大和高田市水道事業管理者） 

大和高田市長 堀内 大造   

     大和高田市上下水道事業行政財産使用料規程の一部を改正する規程 

大和高田市上下水道事業行政財産使用料規程（平成１４年規程第４号）の一部を次のように改正す

る。 

 第４条第２項中「１００分の１０８を乗じて得た額」を「消費税等相当額（消費税法に基づき消費

税が課される金額に同法に基づく税率を乗じて得た金額及び地方税法に基づき地方消費税が課される

金額に同法に基づく税率を乗じて得た金額の合計額をいう。）を加算した額」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規程は、令和元年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規程による改正後の大和高田市上下水道事業行政財産使用料規程の規定は、この規程の施行

の日（以下「施行日」という。）以後に領収する使用料（施行日前に発した納入通知書により領収

するものを除く。）について適用し、施行日前に領収する使用料及び施行日前に発した納入通知書

により施行日以後に領収する使用料については、なお従前の例による。 

 

企業管理規程第３号 

大和高田市水道事業給水条例施行規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

令和元年９月３０日 

（大和高田市水道事業管理者） 
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大和高田市長 堀内 大造   

     大和高田市水道事業給水条例施行規程の一部を改正する規程 

 大和高田市水道事業給水条例施行規程（昭和４８年企業管理規程第５号）の一部を次のように改正

する。 

 第２８条の次に次の１条を加える。 

 （集合住宅等の料金の算定等） 

第２８条の２ 受水槽が設置された集合住宅等にあっては、各戸に設置されたメーター（以下「子メ

ーター」という。）又は受水槽の上流に設置されたメーター（以下「親メーター」という。）により

料金を算定する。 

２ 子メーターで料金を算定する集合住宅等において、親メーターの使用水量と子メーターの使用水

量の総和の差が１立方メートルを超えたときは、子メーターの使用水量の総和を超えた水量（以下

「差水量」という。）について料金（基本料金を除く。）を算定する。 

３ 前項の規定により算定する差水量に係る料金は、総代人から徴収する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規程は、令和元年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第２８条の２の規定は、令和元年１２月以後の点検分から適用する。 

 

企業管理規程第４号 

大和高田市水道料金及び下水道使用料の減免に関する規程を次のように定める。 

令和元年９月２６日 

（大和高田市水道事業管理者） 

大和高田市長 堀内 大造   

   大和高田市水道料金及び下水道使用料の減免に関する規程 

 （趣旨） 

第１条 この規程は、大和高田市水道事業給水条例（昭和３３年条例第１９号）第３９条の規定によ

る上水道使用料金（以下「水道料金」という。）の減免及び大和高田市下水道条例（昭和５９年条

例第２４号）第４４条の規定による使用料（以下「下水道使用料」という。）の減免に関し、必要

な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この規程において使用する用語の意義は、大和高田市水道事業給水条例及び大和高田市下水

道条例において使用する用語の例によるもののほか、次の各号に掲げる用語の区分に応じ、当該各

号に定めるところによる。 

 （１） 使用水量 大和高田市水道事業給水条例第３０条に規定するメーターの点検で計測された

水量をいう。 

 （２） 推定使用水量 漏水がなかったと仮定した場合に使用したと推定される水量であって、第

７条の規定により算定するものをいう。 

 （３） 推定漏水量 使用水量から推定使用水量を減じた水量をいう。 

 （漏水） 

第３条 適切な給水装置の使用及び維持管理にもかかわらず、発見できなかったメーターの取付部以

降の給水管及びこれに付随する受水槽の破損等により漏水したときは、上下水道事業管理者（以下

「管理者」という。）は、水道料金及び下水道使用料を減免することができる。 

２ 減免後の水道料金は、次の各号の区分に応じ、当該各号で定める額とする。 

 （１） メーター口径２５ミリ以上の場合又は受水槽が設置されている場合（次号の場合を除く。） 
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次に掲げる水量（その水量に１立方メートル未満の端数が生じたときは、当該端数を切り捨てた

水量）に相当する水道料金を減額した額 

  ア 推定漏水量が推定使用水量の２倍以下の場合 推定漏水量の２０パーセントの水 

   量 

  イ 推定漏水量が推定使用水量の２倍を超え４倍以下の場合 推定漏水量の２５パーセントの水

量 

  ウ 推定漏水量が推定使用水量の４倍を超え６倍以下の場合 推定漏水量の３４パーセントの水

量 

  エ 推定漏水量が推定使用水量の６倍を超える場合 推定漏水量の５０パーセントの水量 

  オ メーターの取付部からの漏水の場合 推定漏水量 

 （２） 前号に規定する場合であって、漏水箇所がメーターの取付部から受水槽までの間にあると

き、又は漏水前の使用水量がおおむね１００立方メートル以下のとき、若しくはメーター口径２

５ミリ未満の場合 次に掲げる水量（その水量に１立方メートル未満の端数が生じたときは、当

該端数を切り捨てた水量）に相当する水道料金を減額した額 

  ア 推定漏水量が推定使用水量の２倍以下の場合 推定漏水量の５０パーセントの水 

   量 

  イ 推定漏水量が推定使用水量の２倍を超え４倍以下の場合 推定漏水量の６７パーセントの水

量 

  ウ 推定漏水量が推定使用水量の４倍を超え６倍以下の場合 推定漏水量の７５パーセントの水

量 

  エ 推定漏水量が推定使用水量の６倍を超える場合 推定漏水量の８０パーセントの水量 

  オ メーターの取付部からの漏水の場合 推定漏水量 

３ 減免後の下水道使用料は、推定漏水量の全量に相当する下水道使用料を減額した額とする。 

４ 減免の対象期間は、漏水を含む計量月分のうち１回分とする。ただし、漏水箇所の修繕が完了す

るまでに相当の日数を要したことに正当な理由があると管理者が認めたときは、当該漏水を含む計

量月分のうち２回分とすることができる。 

 （適用除外） 

第４条 前条の規定にかかわらず、漏水を含む計量月分の納入期限から修繕が完了するまでに１２０

日を超える日数を要したときは、管理者が特に必要と認めた場合を除き、水道料金及び下水道使用

料の減免をしない｡ 

 （災害漏水） 

第５条 震災、風水害、火災その他の災害により漏水したときは、管理者は、推定漏水量の全量に相

当する水道料金及び下水道使用料を免除することができる。 

２ 第３条第４項の規定は、前項の規定による免除について準用する。 

 （濁水） 

第６条 水道工事又は給水制限等による濁水が原因で管理者の指示に従い放水したときは、管理者は、

管理者が別に定める方法により算定した水量に相当する水道料金及び下水道使用料を減額するこ

とができる。 

 （推定使用水量の算定） 

第７条 推定使用水量は、当該計量月分の前３回までの使用水量を平均して得た水量（１立方メート

ル未満の端数が生じた場合は、その端数を切り捨てた水量）とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、同項の規定による算定方法では推定使用水量の算定が困難なとき、又

は使用者等の不利益になるときは、次の各号に定める水量のいずれかを推定使用水量とする。 

 （１） 当該計量月分の前年同月における使用水量 

 （２） 漏水箇所の修繕工事が完了した日の属する計量月の翌計量月の使用水量 
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 （３） 漏水箇所の修繕工事が完了した日の属する計量月の翌計量月の検針日まで２０日以上ある

場合は、当該修繕工事の完了した日以後１０日以上使用した水量を日割り計算し、これに認定す

べき使用日数を乗じて得た水量 

 （申請手続） 

第８条 減免を受けようとする者は、次の各号の区分に応じ、当該各号で定める申請書を管理者に提

出しなければならない。この場合において、管理者若しくは指定給水装置工事事業者が発行する漏

水修繕完了書若しくは指定給水装置工事事業者が発行する修繕工事の見積書、領収書等又は管理者

若しくは指定給水装置工事事業者が行う実地調査により漏水箇所の修繕が確認できるときは、申請

書において指定給水装置工事事業者に求める修繕工事完了に係る証明印の押印を省略することが

できる。 

 （１） 第３条の規定による減免の場合 大和高田市水道料金及び下水道使用料減免申請書（漏水）

（様式第１号） 

 （２） 第５条の規定による減免の場合 大和高田市水道料金及び下水道使用料減免申請書（災害

漏水）（様式第２号） 

 （３） 第６条の規定による減免の場合 大和高田市水道料金及び下水道使用料減免申請書（濁水）

（様式第３号） 

２ 前項の規定による申請書は、次の各号の区分に応じ、当該各号で定める書類を添付しなければな

らない。 

 （１） 第３条の規定による減免の場合 指定給水装置工事事業者による漏水箇所の修繕工事が完

了したことが確認できる資料 

 （２） 第５条の規定による減免の場合 指定給水装置工事事業者による漏水箇所の修繕工事が完

了したことが確認できる資料及び罹災証明書その他被災の程度がわかる書類 

３ 第３条第４項ただし書及び第５条第２項の規定の適用を受けようとする者は、前項に掲げる書類

のほか、大和高田市漏水修繕遅延理由書（様式第４号）その他漏水の発見が遅れた原因を明らかに

する書類を提出しなければならない。 

４ 減免の申請期間は、修繕工事が完了した日から１２０日以内とする。 

 （決定） 

第９条 管理者は、減免の可否を決定したときは、次の各号のいずれかの通知書により、速やかに前

条第１項の規定により申請をした者に通知しなければならない。 

 （１） 減免申請を認める場合 大和高田市水道料金及び下水道使用料減免決定通知書（様式第５

号） 

 （２） 減免申請を却下する場合 大和高田市水道料金減免却下通知書（様式第６号）及び大和高

田市下水道使用料減免却下通知書（様式第７号） 

 （補則） 

第１０条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は管理者が定める。 

   附 則 

 この規程は、令和元年１０月１日から施行する。 

 

 

様式第１号（第８条関係） 

大和高田市水道料金及び下水道使用料減免申請書（漏水） 

年  月  日 

 大和高田市上下水道事業管理者  様 

お客様番号    ―    ―    ― 

住   所 



令和元年１０月１０日（木） 大 和 高 田 市 公 報 第３６９号 

 100 

氏   名              印   

電 話 番 号 

 

 次のとおり、水道料金及び下水道使用料の減免を申請します。 

※修繕工事を施行した者が記載すること。 

修繕完了日 年  月  日 

メーター設置場所  

漏水箇所 
※該当する項目全てに

○をつけること。 

地下埋設 ・ 床下 ・ 壁面内部 ・ 露出 ・ 屋外 

その他 （           ） 

台所 ・ 風呂 ・ 洗面所 ・ その他（       ） 

トイレ［ ボールタップ・フロート弁・その他（     ）］ 

受水槽［ ボールタップ ・  その他（         ）］ 

その他（                       ） 

修繕内容 

 

修繕工事完了 

に係る証明欄 

住所                          

氏名                        印 

電話                          

 

（減免決定後の還付金振込先） 

金融機関名 
 

支店名 
 

種別 普通 ・ 当座 

フ リ ガ ナ  口座 

番号 

       

氏名  

 

 

様式第２号（第８条関係） 

大和高田市水道料金及び下水道使用料減免申請書(災害漏水) 

年  月  日 

 大和高田市上下水道事業管理者  様 

お客様番号    ―    ―    ― 

住   所 

氏   名              印   

電 話 番 号 

 

 次のとおり、水道料金及び下水道使用料の減免を申請します。 

 

災害発生日 年  月  日 

災害の種類 震災 ・ 風水害 ・ 火災 ・ その他（        ） 

メーター設置場所  
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漏水箇所 地中配管 ・ 受水槽 ・ 内線器具 ・ その他（       ） 

被害状況  

 

（減免決定後の還付金振込先） 

金融機関名 
 

支店名 
 

種別 普通 ・ 当座 

フ リ ガ ナ  口座 

番号 

       

氏名  

 

 

様式第３号（第８条関係） 

大和高田市水道料金及び下水道使用料減免申請書（濁水） 

年  月  日 

 大和高田市上下水道事業管理者  様 

お客様番号    ―    ―    ― 

住   所 

氏   名              印   

電 話 番 号 

 

 次のとおり、水道料金及び下水道使用料の減免を申請します。 

 

濁水発生日 年  月  日 

透明になるまで水を

流し続けた時間 
約       分 

 

※職員記載欄 

メーター番号  

メーター設置場所  
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減免水量 ㎥ 

職員確認者の氏名                           印 

 

 

様式第４号（第８条関係） 

大和高田市漏水修繕遅延理由書 

年  月  日 

 大和高田市上下水道事業管理者  様 

お客様番号    ―    ―    ― 

住   所 

氏   名              印   

電 話 番 号 

 

※修繕工事を施行した者が記載すること。 

修繕依頼日 年  月  日 

修繕開始日 年  月  日 

修繕完了日 年  月  日 

メーター設置場所  

漏水箇所 
地下埋設 ・ 床下 ・ 壁面内部 ・ 露出  

 屋外   ・ その他 （              ） 

修繕完了までに 

長期間を要した理由 

 

 

修繕工事完了 

に係る証明欄 

 

住所                         

氏名                       印 

電話                         

備考（添付書類） 

                                        

                                        

 

 

様式第５号（第９条関係） 
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大和高田市水道料金及び下水道使用料減免決定通知書 

第     号 

年  月  日 

           様 

大和高田市上下水道事業管理者          印   

 

     年  月  日付けで申請のあった水道料金及び下水道使用料の減免について、下記のと

おり減免したので、通知します。 

 

記 

１ メーター設置場所 

２ 氏名 

３ お客様番号 

４ 減免理由 

５ 減免内容 

年  月分 

 上水道 下水道 合計 

請求額(受領済額) ｍ3    円 ｍ3    円     円 

減免後金額 ｍ3    円 ｍ3    円     円 

 

推定使用水量     ｍ3  上水減免率     ％  下水減免率     ％ 

 

 

様式第６号（第９条関係） 

大和高田市水道料金減免却下通知書 

第     号 

年  月  日 

           様 

大和高田市上下水道事業管理者          印   

 

     年  月  日付けで申請のあった水道料金の減免について、下記のとおり却下したので

通知します。 

 

記 

１ メーター設置場所 

２ 氏名 

３ お客様番号 

４ 却下理由 

 

 

様式第７号（第９条関係） 

大和高田市下水道使用料減免却下通知書 

第     号 
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年  月  日 

           様 

大和高田市上下水道事業管理者          印   

 

     年  月  日付けで申請のあった下水道使用料の減免について、下記のとおり却下した

ので通知します。 

 

記 

１ メーター設置場所 

２ 氏名 

３ お客様番号 

４ 却下理由 

 

 

 

（教示） 

１ この決定について不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３月

以内に大和高田市長に対して審査請求をすることができます（なお、この処分があったことを知っ

た日の翌日から起算して３月以内であっても、この処分があった日の翌日から起算して１年を経過

すると審査請求をすることができなくなります。）。 

２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大和高

田市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、処分の取

消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算し

て６月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを

提起することができなくなります。）。ただし、上記の審査請求をした場合には、当該審査請求に対

する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しの訴えを提起する

ことができます。 


